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第１章 序論 
 
1-1. 研究の背景と目的 
 
日本では，毎年のように，地震，津波，台風，集中豪雨，地すべりなど，様々な自然災害が発生して
いる．多くの高齢者や障害者が利用する高齢者福祉や障害者施設において，一旦，災害が発生すると災
害弱者である利用者は，生命に危険が及ぶような被害を受ける場合もあり，同時に施設も甚大な被害を
うけるおそれがある．施設自らがそれぞれの立地環境や利用者の特性，発生時間などに応じた避難確保
計画を策定することが極めて重要である． 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，岩手県，宮城県，福島県 3 県の高齢者施設 326 カ所，
障害者施設 268 カ所が全壊または一部損壊となった．特に，特別養護老人ホームといった介護を要する
高齢者が多人数で生活している施設では，津波から逃げ遅れたと思われる利用者 485 名と職員 173 名が
死亡・行方不明となった(厚生労働省 1))．また，沿岸部に住む障害者も多数犠牲となった．NHK「福祉
ネットワーク」取材班(2011)2)の調査によると，上記3県において，総人口に占める死亡率が1.03％（12,853
人/1244,167 人）であるのに対して，障害者の死亡率は 2.06％（1,388 人/67,509 人）に上ったとされてい
る．  
豪雨災害による高齢者の死者も後を絶たない．2004 年の新潟・福島豪雨と福井豪雨では，死亡者の
85％が 65 歳以上の高齢者であった．また，2009 年の中国･九州北部豪雨では，山口県防府市の特別養護
老人ホーム・ライフケア高砂が土石流で埋まり，入所者 7 名が生き埋めとなって死亡した．2010 年の奄
美豪雨でも，奄美大島の認知症高齢者グループホームわだつみ苑が浸水し，入所者 2 名が溺死した． 
このような中，国は，高齢者施設や障害者施設を含む要配慮者利用施設の自主的な避難確保・浸水防
止の取組みを促進するため，2011 年 12 月施行の「津波防災地域づくりに関する法律」において，津波
災害警戒区域内の要配慮者利用施設に対して，津波の発生時の避難確保計画と避難訓練の実施が義務化
された．さらに，水防団員の減少等による地域の水防力の弱体化が進む中，2013 年 7 月改正の「水防法」
においても，要配慮者利用施設の洪水時の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることが重要施策の
一つとして挙げられている．国の動きを受けて，県や市町村は，施設管理者に対して，通達や計画作成
の手引きを示す等，地域の環境及び利用者の特性を考慮した実効性のある計画策定を求めている． 
東日本大震災と要配慮者利用施設に関する先行研究として，永家ら(2011)3)は，高齢者施設と障害者
施設の立地特性が利用者および職員の避難に影響を与えたと推測している．日本医療福祉建築協会
(2012) 4)は，岩手県と宮城県の高齢者施設を対象にしたアンケート調査の結果，津波を想定した避難訓
練の実施率は非常に低かったと報告している．大西ら(2012)5)は，被災自治体に立地する障害者施設を
対象にしたアンケート調査の結果，4 割の事業所が具体的な避難手順を決めていなかったと報告してい
る．日本グループホーム学会調査研究会(2012)6)は，被災したグループホームを対象にした聞き取り調
査の結果，援助者がいない夜間の被災を考え，入居者自身の緊急避難力の向上，地域とのつながりの強
化が必要だと指摘している．富士通総研(2012)7)は，利用者の受入れ支援について，災害発生と同時に
自動的に動くシステムを構築し，介護保険事業が継続できるような制度を整えることが有効だとしてい
る． 
また，豪雨災害時における高齢者施設の避難行動に関する先行研究として，吉井(2013)8)は，奄美豪
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雨災害時における高齢者施設の避難行動を分析している．永家ら(2011)9)は，高齢者施設管理者の避難
プラン作成のための支援システムを提案している． 
このように，施設の安全向上に対する社会的要求が高まる一方で，施設側の対応は遅れている．高齢
者施設や障害者施設で策定されている防災マニュアルを見ると，標準的な内容は書かれているものの具
体化に至っておらず，避難訓練が形骸化しているケースも多い．施設管理者の話からは，「津波ハザー
ドマップの情報だけでは避難場所が選定できない」，「寝たきりの高齢者をどのように移送すればよいか
分からない」，「職員の少ない夜間の災害対応は非常に厳しい状況になる」など，計画検討が停滞してい
る現状が窺える． 
前述のとおり，高齢者及び障害者施設の避難確保計画においては，施設特性を考慮した個別的かつ実
効性のある計画作りが求められる．よって，本研究は，災害時の高齢者及び障害者施設における避難確
保計画のあり方と計画の実効性を担保する訓練手法について提示することを目的とする． 
 
1-2. 本論文の構成 
 
本論文では，過去の被災事例の調査から明らかになった個別課題に注目し，災害時の高齢者及び障害
者施設における避難確保計画のあり方と計画の実効性を担保する訓練手法について論じる．本論文の構
成は以下のとおりである（図 1-1）． 
第 1章では，背景と目的を述べ，第 2章では，避難確保計画の前提条件となる高齢者施設と障害者施
設の事業形態と利用者特性について整理した．  
第3章では，徳島県内の社会福祉施設（高齢者施設）の立地特性と津波防災対策の現状に
ついて考察する．まず，東日本大震災での社会福祉施設の被災と対応事例を整理した．次に，社会
福祉施設の津波危険度分析と，津波に対する危機意識と防災対策に関するアンケート調査を行った．そ
れらの結果から，社会福祉施設の津波防災対策の方向性についてまとめた． 
 第 4章では，津波発生時のグループホーム（高齢者及び障害者施設）の避難確保計画のあり方につい
て考察する．まず，施設固有のリスクに着目して津波避難対策の課題について整理した．グループホー
ムの津波被災リスクの高さを指摘し，津波発生時の避難確保計画のあり方についてまとめた． 
第 5章では，障害者グループホームにおける災害時アクションカードを使った防災対策について考察
した．まず，徳島市の障害者施設の職員を対象に実施した災害時アクションカード研修会の概要を説明
した．次に，災害時アクションカードを使った津波避難訓練の方法や成果をまとめ，計画の実効性を担
保する訓練手法について提示した． 
第 6章では，要配慮者利用施設（高齢者及び障害者施設）の避難確保計画のあり方について考察する．
まず，過去の豪雨災害の被災事例からみた避難行動における課題抽出を行った．次に，2014 年 8 月に発
生した台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実態を調査し，避難確保計画に盛り込むべき留意
事項をまとめた． 
第 7章では，地方自治体職員の被災者生活支援業務に関する意識分析からみた BCP 策定の課題につい
て考察する．鳴門市の自治体職員を対象に，南海トラフ巨大地震を想定した場合の被災者生活支援業務
について，業務を開始すべき時期と業務への関わり認識度を問う意識調査を実施し，意識の共通性や所
属による相違点について分析した．それらの結果を踏まえて，保健福祉に関する災害対応業務をどのよ
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うに位置づけて計画すべきかを検証した． 
第 8章では，淡路島地震における集客施設の被災と対応について考察する．ショッピング
センターなどの集客施設の利用者層には，高齢者や障害者も含まれる．災害時に，限られ
た従業員で多数の利用者を避難させなければならない状況は似ている．淡路島内のショッ
ピングセンター等 33 店を対象にアンケート調査を行い建物被害と初動について調査した．
また，主要な店で常時微動観測を行い，地震動の特徴と建物被害の関係を調査した．それらの結
果から，施設特性を踏まえた地震対策について考察すると共に，災害時の商業施設と要配慮者利用施設
の災害時の役割についてまとめた． 
第 9章では，各章を総括して結論とする． 
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第 2 章 高齢者施設・障害者施設の施設特性 
 
2-1. 概説 
 
高齢者施設や障害者施設は，老人福祉法や障害者総合支援法などに基づいて運営されており，利用者
のニーズに対してさまざまな福祉サービスを行っている．また，それらの施設を利用者する方の介護度
や障害特性もさまざまで，災害時におけるニーズも異なる（表 2-1）． 
よって，高齢者及び障害者施設の避難確保計画においては，施設特性を十分考慮した個別的かつ実効
性のある計画作りが求められる． 
本章では，研究対象である高齢者施設や障害者施設の事業形態と利用者特性について整理する． 
表 2-1 高齢者や障害者の特徴およびニーズ（例） 
 
（出典：日本赤十字社：災害時要援護者対策ガイドライン 1）） 
区分 特徴 災害時のニーズ
ひとり暮らし
高齢者等
○ 基本的には自力で行動できるが，地域とのつな
がりが薄く，緊急事態等の覚知が遅れる場合があ
る．
○ 災害時には，迅速な情報伝達と避難誘導，安否
確認および状況把握等が必要となる．
（ 寝たきり）
要介護高齢者
○ 食事，排泄，衣服の着脱，入浴などの日常生活
をするうえで他人の介助が必要であり，自力で移動
できない．
○ 災害時には，安否確認，生活状況の確認が必
要となる．
○ 避難する際は，車椅子，担架，ストレッチャー等
の補助器具が必要なことがある．
認 知 症高齢者
○ 記憶が抜け落ちたり，幻覚が現れたり，徘徊す
るなど，自分の状況を伝えたり，自分で判断し，行
動することが困難なことがある．
○ 災害時には，安否確認，状況把握，避難誘導等
の援助が必要となる．
視覚障害者
○ 視覚による覚知が不可能な場合や，置かれた状
況がわからず，瞬時に行動をとることが困難だった
り，他の人がとっている応急対策などがわからない
場合が多い．
○ 災害時には，音声による情報伝達や状況説明
が必要であり，介助者がいないと避難できないた
め，避難誘導等の援助が必要となる．
聴覚障害者
○ 音声による避難・誘導の指示が認識できない．
補聴器を使用する人もいるが，コミュニケーション手
段としては，手話，筆記等である．
○ 補聴器の使用や，手話，文字，絵図等を活用し
た情報伝達および状況説明が必要となる．
言語障害者 ○ 自分の状況等を伝える際の音声による会話が
困難である．
○ 災害時には，手話，筆談等によって状況を把握
することが必要となる．
肢体不自由者 ○ 体幹障害や足が不自由な場合，自力歩行や素
早い避難行動が困難なことが多い．
○ 災害時には，歩行の補助や，車椅子等の補助
器具が必要となる．
内部障害者
○ ほとんどの人が自力歩行でき，一般の人と変わ
りなく見えることが多いが，補助器具や薬の投与，
通院による治療（ 透析等）が必要である．
○ 避難所に酸素ボンベが持ち込めないなどの問題
がある．
○ 継続治療できなくなる傾向がある．
○ 透析治療のために集団移動措置をとる際は，ヘ
リ，車，船などの移動手段の手配が必要となる．
○ 緊急事態等の認識が不十分な場合や，環境の
変化による精神的な動揺が見られる場合があり，
自分の状況を説明できない人もいる．
○ 施設・作業所等に通所している割合が，他の障
害者より高い．
○ 気持ちを落ち着かせながら安全な場所へ誘導し
たり，生活行動を支援するなどが必要となる．
○ 通所していた施設・作業所等の復旧を早め，被
災前の生活に一刻も早く戻す．
○ 多くの人は自分で判断し，行動できる．適切な治
療と服薬により，症状をコントロールできる．
○ 精神的動揺が激しくなる場合があるので，気持
ちを落ち着かせ，適切な治療と服薬を継続すること
で症状をコントロールする必要となる．
○ 自ら薬の種類を把握しておくとともに，医療機関
による支援が必要となる．
高
齢
者
身
体
障
害
者
知的障害者
精神障害者
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2-2. 高齢者施設の事業形態と利用者特性 
 
高齢者の要介護者数は急速に増加している．65 歳以上の要介護者等認定者数は，2012 年に 545.7 万人
で，2001 年から 258.0 万人も増加した（図 2-1）．  
また，要介護状態の区分の例を表-2に，高齢者施設の体系を図 2-2に示す． 
介護度の高い高齢者は，①介護老人福祉施設（以下，特別養護老人ホームという），②介護老人保健
施設，③介護療養型医療施設，に入所する． 
中でも，①の特別養護老人ホームの事業所数は 7,982 施設 3)で入居者数は 52.1 万人に昇る．本研究の
主な調査対象であることから，事業形態と利用者特性を以下に示す．特別養護老人ホームは，要介護高
齢者の生活施設で，入浴，排泄，食事等の介護その他日常生活の世話，機能訓練，健康管理及び療養上
の世話を行う．設置主体は，地方公共団体や社会福祉法人で，利用者と介護・看護職員の割合は 3：1
である（図 2-3）．特別養護老人ホームの利用者の多くは寝たきり状態で，要介護 4.5 が約 70％，認知
症者が約 20％である．また，入所者の半数近くが「脳血管疾患」を有しており，医療処置を受けた者の
割合は概ね上昇傾向にある（図 2-4）．介護度および医療ニーズの高い利用者に対してマンパワー不足
が問題となっている． 
災害時に，このような利用者を限られた職員で避難させ，ケアを継続するのは容易ではない． 
 
図 2-1 要介護度別認定者数の推移（出典：平成 26 年度版 高齢社会白書 2）） 
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 表 2-2 介護認定・状態区分の例 
 
 
 
図 2-2 高齢者施設等の体系図（出典：熊本県高齢者支援課 4）  
  
 
要介護
状態区分
給付種別 心身の状態の例
要支援１
生活機能の一部に若干の低下が認められる状態．介護予防サー
ビスを提供すれば改善が見込まれる．
要支援２
生活機能の一部に低下が認められる状態．介護予防サービスを
提供すれば改善が見込まれる．
要介護1
部分的な介護を要する状態．立ち上がりや歩行などが不安定．身
だしなみなどの身の回りの世話に介助が必要．
要介護２
軽度の介護を要する状態．立ち上がりや歩行などに支えが必要．
排せつ・洗身・食事などで見守りや介助が必要．
要介護３
中程度の介護を要する状態．立ち上がりや歩行などが自力ではで
きない．排せつ・洗身・衣類の着脱などで全体の介助が必要．
要介護４
重度の介護を要する状態。排せつ・洗身・衣類の着脱などで、日
常生活の全面的介助が必要．
要介護５
最重度の介護を要する状態．意思の伝達が困難．生活全般につ
いて全面的介助が必要．
予防給付
介護給付
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図 2-3 特別養護老人ホームの事業形態（出典：社保審－介護給付費分科会第 104 回_資料 1 改 5）） 
 
 
 
図 2-4 特別養護老人ホーム入所者の医療ニーズ 
（出典：介護サービス施設・事業所調査，平成 24 年度老人保健健康増進等事業「介護サービス事業における医療職の
あり方に関する調査研究事業（三菱総研）6）） 
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2-3. 障害者施設の事業形態と利用者特性 
 
身体障害者数は 366.3 万人（施設入所者 8.7 万人），知的障害者数は 54.7 万人（施設入所者 12.8.万人），
精神障害者数は 323.3 万人（施設入所者 33.3 万人）である（表 2-2）． 
また，障害福祉サービスの体系を図 2-5に示す． 
入居型の施設は，ケアホーム，グループホーム，福祉ホーム，障害者支援施設がある． 
中でも，グループホームの事業所数は 3,503 施設で利用者数は 2.6 万人，ケアホームの事業所数は
4,329 で利用者数は 5.5 万人に昇り，本研究の主な調査対象であることから，その事業形態と利用者特
性の詳細を以下に示す． 
グループホーム，ケアホームは住宅地に立地し，障害者が地域の中で家庭的な雰囲気の下，共同生活
を行う住まいの場である．サービスの内容は，グループホームでは相談等の日常生活上の援助，ケアホ
ームでは食事や入浴等の介護や日常生活上の支援を行う（図 2-6）．設置主体は，主に社会福祉法人であ
る．入居定員は原則 10 名以下で，平均利用者数は 5 名程度である．利用者と世話人の割合はグループ
ホームで 10：1，ケアホームで 6：1 である． 
障害種類別の利用者数をみると，グループホームは精神障害者 49％，知的障害者 48％，身体障害者
3%，ケアホームは知的障害者 78％，精神障害者 14％，身体障害者 8％となっている（図 2-7）． 
災害時に，上記のような利用者をさせるためには障害に応じた対応が必要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-2 障害者数 
 
（出典：平成 24 年版 厚生労働白書 7）） 
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図 2-5 障害福祉サービスの体系（出典：平成 24 年版 厚生労働白書 7）） 
 
 
 
 
図 2-6 グループホーム・ケアホームの概要 
（出典：厚生労働省「障害者の地域生活の推進に関する検討会 第 1回資料 6」8）） 
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図 2-7 障害種類別の利用者数 
（出典：厚生労働省「障害者の地域生活の推進に関する検討会 第 1回資料 6」8）） 
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第 3 章 徳島県内の社会福祉施設（高齢者施設）の立地特性と津波防災対策の現状 
 
3-1. 概説 
 
東日本大震災では多くの社会福祉施設に甚大な被災が発生した．特に，沿岸部に立地し，介護を要す
る高齢者が共同生活している入所型の高齢者施設で多数の犠牲者が生じている．宮城，岩手，福島 3 県
では，津波により 52 箇所が全壊または半壊，利用者 485 名と職員 173 名が死亡・行方不明となった（厚
生労働省 1）)．震災後，津波防災対策に関連する研究結果が数多く報告されている．高齢者施設の立地
特性について，永家ら(2011)2)は，施設の立地特性が利用者および職員の避難に影響を与えたと推測し
ている．津波に対する危機意識について，大西ら(2012)3)は，津波エリアに立地していた施設でも危機
意識は低かったと報告している．避難訓練について，日本医療福祉建築協会(2012)4)は，津波を想定し
た訓練の実施率は非常に低かったと報告している．災害時要支援者の避難支援について，高橋(2012)5)
は，地域で支える仕組みが必要としながらも，自主防災活動の限界について問題提起している．被災施
設の利用者の受入れ支援について，富士通総研(2012)6)は，災害発生と同時に自動的に動くシステムと
して，施設間で相互支援協定を締結し，介護保険事業が継続できるような制度を整えることが有効だと
している． 
一方，南海トラフ巨大地震への備えが喫緊の課題である徳島県においても，社会福祉施設が沿岸部に
多数立地しており，津波から利用者をどのように守るかは深刻な課題である．これらの施設にどのよう
な津波防災対策が必要かを明らかにすることを目的として，施設の立地特性と防災対策の現状について
調査した．本論文では調査結果を踏まえて，社会福祉施設における津波防災対策のあり方について考察
する． 
 
3-2. 東日本大震災での社会福祉施設の被災と対応事例 
 
(1) 特別養護老人ホーム A（宮城県岩沼市） 
特別養護老人ホーム A（以下，A 施設）は,鉄筋コンクリート造の平屋で海岸から 250 m の低地に立
地していた．震災当日は利用者 96 名，職員 48 名がいた．津波により建物は全壊したが迅速な避難行動
により人的被害は出なかった．津波痕跡高は 5.4 m（浸水深約 4 m)，津波到達時間は地震発生から約
60 分後であった．事前対策として津波を想定した避難訓練は実施されていなかったが，2010 年チリ中
部地震津波の際，利用者の移送に手間取り避難完了までに 90 分を要したこと，備蓄品を持ち出せなか
ったこと等の教訓を活かして防災対策を進めていた．その効果もあり，発災直後に事務長が 1.5 km 先
の仙台空港に避難を決断することに繋がっている．利用者 96 名の移送は，福祉車両に加えて職員の自
家用車も使用した．避難先では空港職員らによる避難支援（上層階へ移動）が得られたため，職員は搬
送に徹し，津波到達直前に移送を完了することができた．避難先では，バイタルチェック，食事提供，
おむつ交換等のケアを継続した．持ち出した備蓄品（薬，毛布，紙おむつ，ゼリー状補助栄養食等）が
役立った．翌 3 月 12 日に消防署員によって救出され，人工透析と糖尿病の 2 名は病院に，94 名は市の
福祉センターへ搬送された．その後，利用者は 5 箇所の施設に分散して受入れられた（写真 3-1）． 
(2) 介護老人保健施設 B（岩手県下閉伊郡山田町） 
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介護老人保健施設 B（以下，B 施設)は，鉄筋コンクリート造の一部 3 階建てで山田湾の湾奥に立地
していた．津波により建物は全壊した．津波痕跡高は 14 m（浸水深 5～7 m），津波到達時間は地震発
生から約 40 分後であった．河北新報(2013)7)によると震災当日は利用者 96 人，職員 48 人がいたが避
難が遅れたため，利用者 74 人，職員 14 人が犠牲になっている．B 施設は 1933 年の昭和三陸津波では
津波到達ライン付近で，被害を受けていない．発災直後，介護主任を含む職員が，利用者を 2 階に移し
たが，万が一の場合を考えて裏山の海洋センターに移動することを決めた．利用者の移送については，
自力で避難できない利用者は車イスに乗せて坂道を職員が押し，隣接する他施設の職員数名が避難を手
伝ったが，全く人手が足りなかった．一方，避難支援者になり得たはずの地域住民は海洋センターでは
なく別の高台に避難していた．センターに行くには海沿いの道を通る必要があり危険であったためであ
る（写真 3-2）．  
 
(3) 入所型の知的障害者更生施設 C（宮城県石巻市） 
知的障害者更生施設 C（以下，C 施設）は，石巻港より約 2 km で北上運河沿いに立地している．震
災当日は 43 名がいた．周辺部は全域浸水したが，幸いにも周辺よりわずかに高い C 施設だけは浸水を
免れた．周辺の浸水深は 0～2 m（C 施設の標高は約 4 m）であった．強い揺れの直後，ホールにいた
全員が集合したが，余震が続くので車に避難した．大津波警報発令を聞いた後に，施設の前の北上運河
に津波の先端が見えたので車 4 台を用いて避難を始めた．避難の途中では停電のため交通信号が停止し
ていることや JR 仙石線の遮断機が下りていることも影響して，随所で渋滞していたが，津波を避けな
がら細街路も使って全員，無事避難できた．しかし，平常時には 5 分程度の位置にある内陸部の施設（同
一法人）に移動するのに約 30 分かかった． 
 
(4) 通所型の知的障害者更生施設 D（宮城県名取市） 
知的障害者更生施設 D(以下，D 施設)は，鉄筋コンクリート造の平屋で海岸から約 1 km の低地に立
地していた．津波により建物は全壊したが迅速な避難行動により人的被害は出なかった．津波痕跡高は
4.8 m（浸水深約 3 m），津波到達時間は地震発生から約 75 分後であった．発災直後，尋常ではない揺
れを感じたため，携帯電話のワンセグ放送で情報を収集し，大津波警報が発令されたのを受け，午後 3
  
写真 3-1 A 施設の被害状況           写真 3-2 B 施設の避難路（2013.3.2 著者撮影） 
(写真提供：社会福祉法人赤井江マリンホーム提供) 
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時前には避難することを決定した．午後 3 時から利用者を家に送り届けることになっていたため，地震
時はホールに全員が集まり，帰りの会をしていた時であったため，安否確認作業を行うことが必要なか
ったことや送迎用のワゴン車が出発準備を整えて待機していたことなどが幸いして，速やかな避難行動
に繋がった．送迎用の車両は４台であるが，一度に全員を乗せるためにトラックや軽自動車なども使用
して，地震発生から約 10 分後には内陸部に向けて移動を始めた．施設から約 3 km 内陸の仙台空港ア
クセス線美田園駅前で一度降ろして点呼をとったが，液状化被害が心配であったため，さらに約 2 km
内陸部の名取市立体育館に向かった．結果的にみると美田園駅は津波浸水があり，的確な判断となった．  
 
(5) 特別養護老人ホーム E(岩手県釜石市) 
特別養護老人ホーム E（以下，E 施設）は，鉄筋コンクリート造の一部 2 階建てで海岸から 2 km の
高台に立地している．津波浸水の恐れは無かったが，地震により支柱の崩落や地盤沈下など深刻な建物
被害が発生した．震災当日は入所者，通所利用者，職員 160 名がいたが，人的被害は無かった．また，
近隣の保育園児，グループホームの高齢者，地域住民 170 名の避難者を受入れたため一時 330 名の人が
施設で生活した．E 施設は，保育園やグループホームと災害協定を結んでいた．ユニット棟が被災して
使用できなくなったため，入所者は既存棟で定員を超えた状態で生活せざるをえなくなった．物資不足，
ライフライン停止，マンパワー不足の環境下で通常のケアはできず，体調を崩す人も少なくなかった．
また，職員も不眠不休で業務にあたり，心身共に負担が大きかった．数日後，県内の他施設よりボラン
ティア職員の派遣や介護用品の支援物資提供があった． 
 
(6) 津波防災対策の課題 
A 施設では，事務長らが素早い判断をしたこと，避難に必要な車が確保できたこと，避難先で移送支
援が得られたことなどが幸いして避難に成功している．また，ケアを継続するために，備蓄品の確保や
他施設との連携も重要な要素である．B 施設では，津波に対する危険意識が低かったことが，津波避難
を遅らせた素因であると思われる．C 施設では細街路を熟知していたため，渋滞を回避し避難すること
ができた．D 施設をはじめ，多くの事業所は携帯電話のワンセグ放送により大津波警報発令を知ってお
り，モバイルツールの活用がキーとなっている．E 施設では，地震被害を受入れつつも福祉避難所とし
ての役割を果たしたが，限られた職員だけで事業を継続するのは非常に負担が大きいことがわかる． 
表 3-1 津波防災対策の課題 
 
 
 
課  題
Ⅰ 事前
 ・立地場所の津波リスクを知らない
 ・津波に対する危機意識が低い
 ・津波想定の避難訓練が実施されていない
 ・備蓄品の整備が十分でない
Ⅱ 即時
 ・情報収集の遅れ
 ・車利用と渋滞問題
 ・避難支援が得られない
Ⅲ 緊急  ・利用者の受入れ施設先がない
ステージ
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これらの結果をもとに，津波防災対策の課題を表 3-1にまとめたが，多くの施設で立地場所における津
波リスクが十分に把握されておらず，津波に対する危機意識も低かったと思われる．以上の調査結果を
踏まえて，徳島県内の社会福祉施設を対象に①各施設の津波危険度分析，②津波に対する危機意識と防
災対策に関するアンケート調査を実施した． 
 
3-3. 社会福祉施設の津波危険度分析 
 
徳島県は，東日本大震災の被害状況を踏まえて，2012 年 12 月，地震や津波の危険性が高い地域への
土地利用規制を盛り込んだ震災対策推進条例を全国で初めて制定した．このような状況を踏まえて，本
調査では，対象施設が潜在的にどのような津波災害リスクを持っているのかを立地の側面から明らかに
する．  
 
(1) 調査方法 
調査対象は，徳島県の入所型の高齢者福祉施設 301 施設とした. 施設種別は，特別養護老人ホーム 61
施設，養護老人ホーム 18 施設，老人保健施設 50 施設，軽費老人ホーム 37 施設，認知症高齢者グルー
プホーム 135 施設である.これらの施設の位置情報と徳島県が 2012 年 10 月に公表した南海トラフ巨大
地震モデルに対応する津波浸水深予測結果を用い，津波浸水危険度と必要な津波避難距離（非浸水エリ
アまでの要避難距離）について GIS を用いて分析した． 
 
(2) 調査結果と考察 
図 3-1は高齢者福祉施設の津波浸水危険度である．分析の結果，301 施設中 96 施設（約 32％）に浸
水の可能性があることがわかった．特に，鳴門市から阿南市の紀伊水道沿岸の津波危険度の高いエリア
の立地密度が高い．また，海部灘沿岸の数ヶ所の施設では津波浸水深予測値が 9m を超える結果となっ
た．図 3-2は高齢者福祉施設からの必要な津波避難距離である．徳島市など徳島県北部に立地する施設
では非浸水エリアまでの要避難距離が 1 km 以上となる避難困難地区に立地する施設が多いことがわか
った．以上のことから，津波浸水深が高く，避難場所までの距離が遠い施設については，施設の高層化
や高台移転も検討する必要があると思われる． 
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図 3-1 高齢者福祉施設の津波浸水危険度 
 
図 3-2 高齢者福祉施設からの必要な津波避難距離 
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3-4. 津波に対する危機意識と防災対策に関するアンケート調査 
 
社会福祉施設では，東日本大震災の教訓を重く受け止め，将来の災害発生に備えてより一層の安全対
策が求められている．そのような中で，震災後に防災対策は進んでいるか，また，津波の危険性がどれ
くらい認識されているか等を明らかにするためアンケート調査を実施した． 
 
(1) 調査方法 
調査対象は，徳島県の入所型の高齢者福祉施設 301 施設とした．施設種別は，特別養護老人ホーム
61 施設，養護老人ホーム 18 施設，老人保健施設 50 施設，軽費老人ホーム 37 施設，認知症高齢者グル
ープホーム 135 施設である．調査内容は，津波に対する危機意識，防災対策の現状，避難支援や受入支
援の必要性等について質問した．調査方法は郵送法で，調査期間は 2013 年 2 月末から 3 月 15 日とし
た． 
 
(2) 調査結果 
回収数は 110（回収率 37％)であった．回答内訳は，特別養護老人ホーム 21 施設（19％），養護老人
ホーム 9 施設（8％），介護老人保健施設 25 施設（23％)，認知症高齢者グループホーム 42 施設（38％），
軽費老人ホーム 13 施設（12％）である． 
a) 津波に対する危機意識 
津波に対する危機意識については，21 施設が「危険」，14 施設が「やや危険」，13 施設が「やや安全」，
15 施設が「安全」，3 施設が「わからない」と回答した．3-(2)で述べた津波浸水深予測値の結果と合わ
せて分析した結果，危機意識の程度と平均津波浸水深に一定の相関が見られた（図 3-4）．しかし，浸水
の可能性があるにも関わらず「やや安全」「安全」と回答した施設が存在することは問題である．リス
クと危機意識の不一致の解消が大きな課題である． 
b) 防災対策の現状 
 防災対策の現状については，東日本大震災前に実施した同様の調査結果(騎馬・中野，2011) 8）と合わ
せて図 3-3に示す．全体的に，東日本大震災前の前後で大きな差はみられない．建物については，昭和
56 年以降（新耐震基準）に建てられた施設が 80％で，鉄筋コンクリート造・鉄骨造は 85％であった．
備蓄品の整備状況については，飲料水，食糧，医薬品を 3 日分以上備蓄している施設が，それぞれ 59％，
66％，67％であった．連絡体制については，職員の緊急連絡網の整備率が 98％，利用者家族との連絡
体制の整備率が 77％であった．訓練・計画については，年 2 回以上の避難訓練の実施率が 89％，防災
マニュアルの策定率が 92％であった．相対的にみると，建物，連絡体制，訓練・計画（BCP 策定を除
く）に関する対策は進んでいるが，備蓄は少し遅れている．事業継続計画（以下，BCP）については策
定率が非常に低い現状である． 社会福祉施設では，発災直後から，利用者と職員の安全を確保すると
ともに，限られた人員でケアを継続することが必要であり，BCP に基づく継続的防災対策の実践は必須
である． 
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図 3-3 防災対策の現状 
 
 
     図 3-4 津波に対する危険意識と津波浸水深と関係性 
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c) 支援ニーズ・支援シーズ 
避難支援ならびに受入れ支援の必要性と協力体制の有無については図 3-5，図 3-6 に示す．避難支援
と受入れ支援ともに，約 90％の施設が『必要』（「非常に必要」と「やや必要」を合わせた割合）と回答
しているものの，実際に協力体制があるのは約 30 ％であった．避難支援体制づくりの課題としては，
日頃の交流と信頼関係づくり，住民の高齢化，日中の若者不在等があげられた．受入れ支援体制づくり
の課題としては，他県を含む複数施設との協力体制づくり，移動手段の確保，公的機関の仲介，利用者
の情報提供等があげられた．一方，施設が被災者に対して支援できる可能性については，73％の施設が
何らかの支援できる可能性があると回答した．支援内容については図 3-7 に示す．最も多かったのは，
  
図 3-5 避難支援の必要性と協力体制の有無(N=110) 
 
  
 
図 3-6 受入支援の必要性と協力体制の有無(N=110) 
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住民に対する避難場所の提供で，次は被災施設の利用者の受入れであった．また，87％の施設が，あら
かじめ施設間で利用者の移動・受入れ等に関する協定を結んでおくべきだと回答した． 
 
3-5. 社会福祉施設の津波防災対策の方向性 
 
 社会福祉施設における津波防災対策の実効性を高めるためには，施設の立地特性を把握し，津波に対
する危機意識を持つことが肝要である．また，その上で，津波防災対策の課題を事前，即時，緊急時と
段階的に整理し，対策を検討する必要がある．表 3-1の課題解決に必要な事項についてあげると以下の
ことが考えられる．  
①事前対策 
・災害危険度の正確な把握とそれに基づく対策検討 
・実践的な避難計画の策定と訓練の実施 
②即時対策 
・災害情報収集ツールの整備 
・車両の適切な利用方法の検討 
・自治会と連携した避難支援体制づくり 
③緊急対策 
・社会福祉施設間の連携促進 
 
3-6. まとめ 
 
東日本大震災での被災事例から，多数の要介護者の避難は困難を伴い，昼間でも多数の犠牲が発生し
た．徳島県内の高齢者福祉施設では，特に県北部で津波避難困難な施設が集中していることが明らかと
なった．行政や専門家等は，施設毎の立地特性や津波リスクに関する情報を積極的に提供し，津波防災
計画の策定，相互支援体制の構築，施設移転等を支援する制度づくり等，社会福祉施設の津波防災対策
を支援していかなければならない． 
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第 4 章 津波発生時のグループホーム（高齢者及び障害者施設）の避難確保計画のあり方 
 
4-1. 概説 
 
東日本大震災では岩手県，宮城県，福島県 3 県の社会福祉施設 7206 カ所のうち，875 カ所が全壊ま
たは一部損壊となった(厚生労働省) 1）． 
東日本大震災における社会福祉施設の防災対策に関する研究報告として，大西ら(2012)2)は，被災自
治体に立地する障害者施設を対象にしたアンケート調査の結果，4 割の事業所が具体的な避難手順を決
めていなかったと報告している．日本グループホーム学会調査研究会(2012)3)は，被災したグループホ
ームを対象にした聞き取り調査の結果，援助者がいない夜間の被災を考え，入居者自身の緊急避難力の
向上，地域とのつながりの強化が必要だと指摘している． 
震災後 2011 年 12 月，津波防災地域づくりに関する法律が施行された．津波災害警戒区域内の要配
慮者利用施設に対して，津波の発生時の避難確保計画と避難訓練の実施が義務化された． 
南海トラフ巨大地震への備えが喫緊の課題である徳島県においても，津波から高齢者や障害者をどの
ように守るかは深刻な課題である．徳島県(2014)4)は，津波防災地域づくりに関する法律及び，南海ト
ラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条例に基づいて，2014 年 3 月 11 日に「津波災害警戒区域」
（以下，イエローゾーン)の指定を行った．イエローゾーンにおける優先対策の一つとして，高齢者施設
や障害者施設を含む避難促進施設における避難確保計画の作成，津波避難訓練の実施をあげている．計
画作成の目安にしてもらうため津波災害警戒区域図と併せて基準水位も公示している．  
一方，騎馬ら(2011)5)によると，徳島県内の高齢者施設では，火災を想定した対策は実施されている
が，津波を想定した避難計画や避難訓練はあまり進んでいないのが現状である． 
本研究は，高齢者施設や障害者施設の施設特性を考慮した津波避難確保計画のあり方について提示す
ることを目的とする． 
特に，高齢者や障害者のグループホームに注目して，(1)施設固有のリスクと津波避対策の課題，(2) 施
設特性を踏まえた避難場所の選定，(3)避難確保計画を作成する上での配慮事項，について述べる． 
 
4-2. 施設固有のリスク分析 
 
調査対象とするグループホーム（以下，GH）は，病気や障害などで生活に困難を抱えた人達が，専
門スタッフ等の援助を受けながら，10 名程度の小人数で共同生活する形態のことである．地域の中に溶
け込みやすいよう小規模な施設や民間アパート等が市街地に点在しており，施設管理者の事務所から離
れているケースが多いのも特徴である．高齢者GHの入居者は認知症の高齢者，障害者GHの入居者は，
知的障害者，精神障害者，身体障害者である． 
東日本大震災で被災したGHへのヒアリング調査や関連機関の調査報告書などを用いて被災事例を検
証した．調査結果の一部を表 4-1に示す．施設毎に，立地，津波浸水深，建物階数，建物被害，人的被
害，避難状況，避難先，施設以外の人からの避難支援の有無について整理した． 
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(1) 石巻市の障害者 GHの A施設 
A 施設は，牡鹿半島の鮎川湾より約 200m の所に位置していた．津波浸水深は約 7.5m で，1 階建て
の施設が全壊・流出した．就労先や通所先にいた入居者は，職員が津波の危険を感じてすぐに車や徒歩
で避難誘導したため助かった．しかし，休暇中で外出していた入居者 1 名が津波で亡くなった．入居者
は被災しなかった GH で避難生活を送り，その後，GH 型仮説住宅に移り生活している（平成 25 年 8
月 29 日ヒアリング）． 
 
(2) 釜石市の高齢者 GHの E施設 
E 施設は，大槌湾奥から約 500m に位置していた．津波浸水深は約 4.0m で，2 階建ての施設の１階
部分が壊滅的な被害を受け，家具や什器等は全て流出した．入所者 18 名と通所者 18 名は，職員と 2 階
へ避難したが，2 階床上まで浸水しカーテンにつかまるなどしてしのいだ．その夜は釜に瓦礫を入れ，
燃やして暖をとった．翌日，指定避難所に避難し，その後，他の施設で間借りして生活した．施設は 5
月に復旧した．施設のほとんどの人がここまで津波は来ないだろうと思い込んでいた(日本医療福祉建
築学会，2012)6)． 
 
(3) 施設固有のリスク 
表-1 で示した A～G の GH は，いずれも沿岸部や河川の近くに立地する 1～2 階の低層施設であり，
浸水深が 1m を超える津波により建物も大きな被害を受けている． A～C 施設の入居者の多くは就労先
等にいたため，職員らの迅速な避難誘導によって多くの命が助かった．一方で外出中の方は亡くなり，
ホームに残っていた方は危機一髪の状況で，支援の手が届かなかったと思われる．D，F，G 施設は，施
設以外の場所へ避難し，E 施設は自施設 2 階に避難しているが，いずれの施設も避難判断や避難準備の
遅れ，避難先が浸水するなどして，避難途中や避難先で非常に危険な状況に陥っている．F 施設では 7
表 4-1 東日本大震災におけるグループホームの被害状況 
 
No 種別 所在地 立地 浸水深 階数 建物被害 人的被害 避難状況 避難先 避難支援
A 障害者GH 石巻市
牡鹿半島，鮎
川湾より約
200m
約7.5m 1階 全壊・流出 あり
入所者は通所先や就労先にいた．職員の避難誘
導により避難した．休暇で外出中だった入所者
1名が死亡．
通所先や
就労先
なし
B 障害者GH 石巻市
旧北上川左
岸，河口より
約2ｋｍ，堤
防より約40ｍ
約1.5m 1階
床上浸水
1.5m，
備品水没
なし
入所者は通所先や就労先にいた．職員が津波の
危険を感じすぐに車や徒歩で避難させた．
通所先や
就労先
なし
C 障害者GH 宮古市 沿岸部 約3.0m 2階 2階まで浸水 なし
ホームにいた入所者2名は2階から自力で脱出．
1名は近隣住民が避難させてくれた．
― あり
D 高齢者GH 宮古市
宮古湾奥から
約500m
約1.0m 1階
床上1m浸水，
構造体被害
なし
なし
車いす2名を含む入所者9人と職員3名は車2台で
高台の八幡神社へ避難．
八幡神社 なし
E 高齢者GH 釜石市
大槌湾奥から
約500m
約4.0m 2階
１階壊滅，
2階床上浸水，
構造体被害
なし
なし
入所者18名と通所者18名は，職員と2階へ避難
したが，津波が2階まで達しカーテンにつかま
るなどしてしのいだ．その夜は瓦礫を燃やして
暖をとった．翌日，指定避難所に避難した．
自施設
2階
なし
F 高齢者GH 仙台市
沿岸から約2
ｋｍ，高速道
路よりも海側
約2.4m 1階 全壊 あり
先発の14名は東六郷小へ避難するも全員は校舎
に入れきれず，車中や校庭にいた7名が津波に
巻き込まれ死亡．後発の4名は内陸の同一法人
が運営するGHよもぎ埜へ避難し無事．
東六郷小,
内陸のGH
なし
G 小規模多機能 多賀城市
仙台塩釜港か
ら約2ｋｍ，
砂押川に隣接
約1.2 1階
床上1.2m
浸水，構造
体被害なし
なし
役所からの電話連絡を待つがこず．利用者を車
へ誘導中に川が決壊．入所者11名と職員5名
は，津波が迫り近隣アパート2階へ避難．最後
は泳いで避難した．
近隣アパー
トの2階
なし
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名もの高齢者が亡くなった．  
これらの結果にみられる多くの課題は，施設特性とサービス形態に大きく関係している．第一のリス
クは，低層施設が多いため，自施設以外の高台へ移動する際に被災リスクが高まる，という建物の物理
的な制約に起因する．第二のリスクは，昼，夜，休日で入居者の活動内容と居場所が異なるため，場面
に応じた災害対応が求められる，というサービス形態に起因する．特に，夜間や休日など職員がいない
状況で，地震・津波が発生した場合，安全確保は困難である．GH の津波避難対策の課題としては，施
設外避難に伴う被災リスクの低減と安全な避難場所の選定，時間帯別の災害対応手順の検討，が重要で
ある． 
 
4-3. 基準水位と建物階数からみた避難場所の分析 
 
国交省が公表している要配慮者利用施設（医療施設等を除く）に係る避難確保計画（津波編）作成の
手引き案(2014 年 1 月版)7)には，避難場所の留意点として，万が一避難が遅れた場合，基準水位等を参
考に，施設の上層階を一時避難場所と設定しておくことが望ましい，と記述されている．GH の場合，
施設外避難に伴う被災リスクの低減と安全な避難場所の選定が課題であり，つまり，自施設が避難場所
になり得るかは大きな問題である．したがって，徳島県内の高齢者 GH を対象に，自施設での垂直避難
が可能かどうかを以下の方法で分析した． 
 
(1) 徳島県内の高齢者 GH の現状 
徳島県総合地図提供システムを用いて，沿岸 10 市町の高齢者 GH(43 施設)の基準水位を調べ，建物
階数から自施設での垂直避難の可否について調べた．基準水位は，津波浸水想定の水位に，津波が建物
に当たった際のせり上がりを考慮して算出する水位である． 
その結果，43 施設全てが浸水する可能性があることがわかった．基準水位別の施設数を図 4-1に示
す．半数の施設が基準水位 2.0～3.0m の範囲にあり，最大値は県南部の施設で 10m であった．次に，
介護事業所情報サイトと参考文献から建物階数と建物構造を調べた．建物階数の割合を図 4-2（左）に
示す．1 階建は 33.3％，2 階建は 47.4％，3 階建は 10.5％，4 階建は 1.8％，5 階建は 3.5％であり，約
8 割が 2 階以下の低層施設であった．建物構造は，RC 造が 16.2%，鉄骨造 41.9%，木造 41.9％であっ
た． 
基準水位と階数から，自施設での垂直避難が可能かどうかを分析した結果を図 4-2（右）に示す．基
準値は，一般的な木造 2 階建ての 2 階床高を 2.65ｍ，RC 造の 2 階床高を 2.8m と 3 階床高を 5.6m と
した．その結果，自施設での垂直避難が可能だと思われる施設は約 60%，施設外へ避難しなければなら
ない施設は約 40%であることがわかった．ただし，垂直避難の前提として建物が地震・津波によって破
壊されないことが前提となる． 
また，金井ら(2013)8)によるアンケート調査の結果から，徳島市など徳島県の北部に立地する施設で
は非浸水エリアまでの要避難距離が 1km 以上となる避難困難地区に立地する施設が多いことや，ほと
んどの施設で避難支援体制が構築されていないことがわかっている．さらに，高齢者 GH の津波に対す
る危険意識と基準水位の関係について再分析した結果，危機意識と基準水位に一定の相関がみられるも
のの，一部の施設で危険性を把握できていないと思われる施設があることがわかった（図 4-3）． 
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(2) 徳島県内の高齢者 GH の事例 
津波避難計画および訓練実施の現状を把握するため，平成 26 年 3 月に徳島県内のイエローゾーン内
に位置する高齢者 GH にインタビュー調査を実施した． 
鳴門市にある医療法人が運営する高齢者 GH の事例を示す．鳴門市は，四国の東端に位置する市であ
り，南海トラフ地震によって被害が生じる危険性の高い地域である．2014 年 3 月に鳴門市が策定した
「鳴門市津波避難計画」では，鳴門市における最大震度は震度 6 強，津波到達予想時間は，里浦海岸で
48 分，最大津波高 6m とされており，鳴門市の浸水域は 35.3km2に及ぶと予想されている．この高齢
者 GH は旧吉野川の河口から約 1.8km の沿岸部に位置しており，基準水位は 2.6ｍである．近くに高台
や避難ビルはなく，鳴門市津波避難計画においても津波避難困難地区に指定されている．建物は鉄筋 2
階建てで，入所者は認知症のある高齢者が 18 名，職員は 3 名である．津波避難計画は，火災想定と同
じで，避難場所は約 2km 先の同一法人が運営する病院の 3 階とし，避難方法は，河川堤防沿いの未舗
装の道を徒歩と車いすで移動するとされており，非常にリスクを伴うものであった．その理由は，「適
切な避難場所がわからないから」というのが本音であり，施設管理者は，津波ハザードマップの問題点
を指摘する．つまり，津波ハザードマップは広域で，かつ，幅をもった津波浸水深しか把握できないた
め，2～3 階程度の施設では，自施設内の垂直避難で安全が確保できるか判断できないのである．この
ような状況において，基準水位は有用な判断基準となる．この GH においても，基準水位と周辺環境か
ら判断して，自施設の 2 階および屋上への避難が可能であることが明らかになった． 
このように，施設管理者は，避難先の選定に苦慮している場合が多く，自施設の詳細なリスク情報を
求めている． 
 
 
 
 
図 4-1 基準水位別の施設数（N=43） 
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4-4. 津波発生時のグループホームの避難確保計画のあり方 
 
前章で述べた GH の被害状況を参考にして，津波発生時の GH の避難確保計画を作成する上での主要
な配慮事項を以下にまとめる． 
①施設固有の潜在的なリスク 
GH は時間帯によって入居者の活動場所が変化すること，管理者が不在の時間帯が長いこと，小規模
施設であるため，市街地の狭隘な場所に低層施設として立地することも多い．このような施設固有の潜
在的なリスクを把握し，十分配慮する必要がある． 
 
   
    図 4-2 （左）建物階数の割合（N=43）（右）自施設での垂直避難が可能な施設の割合 
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②施設特性と利用者特性を踏まえた避難場所の選定 
認知症や障害の程度により，避難行動に制限を受ける．施設外避難に伴う被災リスクの低減と安全な
避難場所の選定は大きな課題である．基準水位が公表された地区では，その情報が避難場所選定の有効
な判断材料となる．基準水位以上の高層階があれば，自施設での垂直避難による安全確保を前提とする．
ただし，基準水位が信頼性の高い情報で，かつ，想定しうる最大の津波高であること，浸水の長期化や
孤立への備えがあることが条件となる．後述する徳島県内の高齢者 GH の現状と事例からも基準水位情
報の有効性が認められる． 
③自律的避難能力の向上戦略（自助力と受援力） 
入居者が主体的に訓練に参加することで自助力を高めることができる．また，近隣住民による支援が
得られるよう日頃の交流を通じて信頼関係づくりを行い，自助力と受援力を高めるための計画が含まれ
ることが大切である． 
④避難計画の実効性を高める訓練の実施 
実践的な訓練とその見直しなど PDCA サイクルによって常に改善できる仕組みを整えることが重要
である．後述する災害時アクションカードを活用した訓練の実施は PDCA による継続的改善の上でも
有効である． 
 
4-5. まとめ 
 
社会福祉施設の数は増加傾向にあり，福祉ニーズに対応するため多種多様な形態で運営されている．
GH は被災リスクが高いため，優先的に対策を講じていく必要があると考える．避難確保計画の整備を
促進するために，手引きやガイドラインが必要ではあるが，施設自らが施設固有のリスクを把握し，サ
ービス形態に沿った計画づくりをするためには，自治体や防災の専門家らによる個別情報，個別支援が
求められている． 
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第 5 章 障害者グループホームにおける災害時アクションカードを使った防災対策 
 
5-1. 概説 
 
東日本大震災では多くの障害者が犠牲となり，障害者施設も甚大な被害を受けた．NHK「福祉ネット
ワーク」取材班(2011)1)の調査によると，岩手県，宮城県，福島県の3県において，総人口に占める死亡
率が1.03％（12,853人/1244,167人）であるのに対して，障害者の死亡率は2.06％（1,388人/67,509人）に
上ったとされている．大半が津波による溺死とみられ，沿岸部に住む多くの障害者が津波から逃げ遅れ
たと思われる．また，沿岸部に立地する障害者施設も多数被災し，厚生労働省資料(2011)2)によれば，
同3県では障害者施設268カ所が全壊または一部損壊している． 
障害者の避難訓練に関する研究報告として，大西ら(2012)3)が行った被災自治体に立地する障害者施
設を対象にしたアンケート調査では，4割の事業所が具体的な避難手順を決めていないと回答している． 
日本グループホーム学会調査研究会(2012)4)による被災地のグループホーム・ケアホームを対象にした
聞き取り調査では，援助者がいない夜間の被災を考え，入居者自身の緊急避難力の向上，地域とのつな
がりの強化が必要だとしている． 
障害者施設における従来の避難訓練は，ほとんどが火災想定で，指定された屋外への移動にとどまっ
ていた．東日本大震災により，実際の地震や津波発生後の状況下では，様々な被害が生じ混乱している
中で速やかに対処行動を取らなければならず，これまでの訓練のやり方では対応しきれないということ
がわかった．しかし，具体的な訓練手法が分からない，日常業務が忙しく防災に時間をさけないなどの
問題があり，対策が進んでいないのが現状である．  
本章では，東日本大震災の被災事例から，グループホーム・ケアホームの津波避難時の課題について
整理した上で，徳島市内の障害者施設と共同実施している「災害時アクションカードを使った津波避難
訓練」の実践例を通して障害者グループホーム・ケアホームにおける危機管理の高度化手法を提示する． 
 
5-2. 障害者グループホーム・ケアホームの津波避難時の課題～東日本大震災の事例から～ 
 
東日本大震災でグループホーム・ケアホームが津波からどのように避難したのか，ヒアリング調査や
参考資料をもとに事例を示す． 
なお，グループホーム（以下，GH という）とは，共同生活援助事業所のことで，地域で共同生活を
営むのに支障のない障害者につき，主として夜間において，共同生活を営むべき住居において相談その
他の日常生活上の援助を行う．対象者は，障害程度区分が区分１以下に該当する身体障害者，知的障害
者及び精神障害者である．ケアホーム（以下，CH という)とは，共同生活介護事業所のことで，共同生
活を営むべき住居に入居している障害者につき，主として夜間において，共同生活住居において入浴，
排せつ及び食事等の介護，調理，洗濯及び掃除等の家事，生活等に関する相談及び助言，就労先その他
関係機関との連絡，その他の必要な日常生活上の世話を行う．対象者は，障害程度区分が区分 2 以上に
該当する身体障害者，知的障害者及び精神障害者である． 
 
(1) 社会福祉法人愛育会の GH・CH（陸前高田市） 
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当時は，市街地の借家 6 カ所で 28 名が生活していた．入居者は，通所 25 名，一般就労 2 名，入院中
１名であった．津波により 6 カ所全てが全壊・流出したが，入居者は通所先や就労先（同一法人が運営
する作業所や民間の会社）にいたため犠牲者は出なかった．通所先は高台にあり津波被害がなかったが，
一般就労者 2 名については，会社まで津波が来てその日は所在がわからなかった．翌日，職員が避難所
を探し回って見つかった．入居者は，ひかみの園(同一法人が運営する入所施設)で 3 ヶ月間避難生活を
送り，その後は，旧雇用促進住宅や仮設型 GH などへ移った．自立生活が制約され，入居者のストレス
は高かった．現在は GH が再建され元の生活に戻りつつある．震災後の防災対策として，火災想定のみ
であった避難訓練やマニュアルの見直し備蓄品の整備等を行った（平成 25 年 8 月 28 日ヒアリング）． 
 
(2) 社会福祉法人石巻祥心会の GH・CH（石巻市） 
当時は，市街地に 12 カ所のホームがあった．津波により 3 棟が全壊・流出した．入居者は就労先や
通所先におり，職員が津波の危険を感じてすぐに車や徒歩で避難したため助かった．しかし，休暇中で
外出していた入居者 1 名が津波で亡くなった．入居者は被災しなかった GH で避難生活を送り，現在は
行政の仮設 GH で生活している．石巻祥心会は，GH の本設を計画しているが土地不足で遅延している．
また，震災の影響で急増した入居希望者のため，日本財団の助成を受けて仮設型 GH を建設した．震災
後の防災対策として，月に 1 回地震想定の避難訓練を実施，職員の参集基準を作った（平成 25 年 8 月
29 日ヒアリング）． 
 
(3) 社会福祉法人若竹会の GH・CH（宮古市） 
当時は，4 カ所のホームで 23 名が生活していた．わかめ工場で就労していた入居者は，工場の従業員
と一緒に避難して助かった．2 名が残っていたホームでは，2 階まで津波が来たが，自力で 2 階から脱
出し 2 日後に事業所まで歩いて来た．他ホームの 1 名は，近隣の住民が避難させてくれ，1 週間後，避
難所にいることが分かった．就労先の水産会社が被災したため入居者は一時解雇された．就労できる状
況がないと GH は成り立たない．また，若竹会はホームにする賃貸物件の確保にも苦労した(日本グル
ープホーム学会調査研究会資料)4)． 
 
(4) 障害者 GH・CHの津波避難時の課題 
東日本大震災における被災事例から，障害者 GH・CH の津波避難では以下のような課題があげられる． 
① 職員の災害対応力の向上 
愛育会，石巻祥心会，若竹会の入居者は，発災が昼間であったため通所先や就労先の職員の誘導で迅
速に避難できた．一方で，多くの施設は火災想定の避難訓練が主で，津波を伴う地震の発生を考慮した
実践的な訓練が行われることは少ない．また，就労先の会社についても，任せておけば安心というわけ
ではなく，GH・CH の世話人や管理者は，避難方法や避難場所等について情報共有しておくことが重要
である．津波のリスクがあるエリアに住居や通所施設等がある場合は，避難誘導に関する対応力を優先
的に高める必要がある． 
② 入居者の緊急避難力の向上 
石巻祥心会と若竹会の数名の入居者は，外出先やホームで津波に巻き込まれた．近くに援助者がおら
ず，自己判断が難しかったため避難行動が遅れたと思われる．特に，世話人のいない夜間や休日のこと
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を考えると，入居者が自助の意識を持ち，基本的な安全行動を身につけることが望ましい．津波のリス
クがあるエリアに住居がある場合は，高いところへ急いで逃げるという行動力を優先的に高める必要が
ある． 
③ 近隣住民による避難支援の確保 
若竹会の入居者の一人は，近隣住民の避難誘導で助かった．一方，東日本大震災で亡くなった障害者
の多くは在宅生活の人であり，自力避難が困難な状況の中で，避難支援も届かず，犠牲になった人も多
いと推察される．津波のリスクがあるエリア内に住居がある場合，近隣住民による避難支援を事前から
確保しておくことが極めて重要である． 
④社会福祉法人の事業継続力の向上 
 愛育会，石巻祥心会，若竹会では，入居者の代替住居の確保，生活支援，心のケア，就労先の確保，
仮設 GH の設置，再建など様々な対応に迫られた．同一法人が運営する複数の施設，近隣の他法人，行
政，ボランティアなどの協力を得て困難を切り開いている．深刻な被災によって法人が有する経営資源
（人・物・金・情報）が圧倒的に不足している中で入居者の生活を守る事業を継続するのは非常に困難
である．したがって，事前に組織全体の課題を洗い出し，大災害時に事業を継続するための対策，事業
継続戦略を検討することを通して，事業継続力の向上を図ることが非常に重要になる． 
 
5-3. 障害者施設における危機管理の高度化 
 
(1) 危機管理の進め方 
 障害者施設における危機事象は，自然災害や火災，施設内での人身事故，感染症など多岐にわたる．
その中でも東日本大震災のような地震・津波では危機事象の発生直後に適切な対応が要求されるため，
事前から施設がもつリスクに応じた事前準備が極めて重要である． 
自然災害に対する危機管理は概ね次のような手順で進められる（たとえば，武井(1998)5)）．まず始め
に「目的の明確化」を行い，目的に沿った危機管理を実現するために，「リスク処理計画の作成」，「リ
スク対策の実施」，「実施内容のモニタリングと評価」，「リスク処理計画についての是正・改善」を着実
に進めることが重要である．それぞれの内容を簡単に整理して述べると，以下の通りである． 
1) 目的の明確化 
 危機管理の対象とする事業範囲，到達目標を明確にする．本研究の場合には，障害者の GH・CH を対
象として，その入居者の安全と生活を守ることである． 
2) リスク処理計画の作成 
 リスク処理計画を作成するためには，施設が持っている自然災害リスクを洗い出し，行政が公表して
いるハザードマップなどを参考にしてリスクの評価を行い，対象とすべきリスクの優先順位をつける．
次に，危機管理の対象とするリスクによる被害予測や業務に及ぼす影響を分析する．最後に被害を防ぐ
手段，影響を軽減する手段について危機事象が発生する前の事前対策，発生直後の応急対策，復旧・復
興対策というように時間ステージごとの処理内容について計画する．本研究の対象施設の場合は，南海
トラフ地震による地震・津波災害が優先すべきリスクとして選択され，入居者の地震発生時の安全確保
と津波避難を行う方策として，災害時アクションカードを用いた避難訓練が計画された．なお，1)と 2)
を合わせて，図 5-1に示す PDCA サイクルでは P（計画する：plan）に対応する． 
31 
 
 
図 5-1 障害者施設における危機管理の進め方 
 
 
図 5-2 総合的な災害対応力 
 
P
C
高度化
訓練の実施
総合的な災害対応力
障害者施設の危機管理
目的の明確化
リスク処理の計画策定
リスク対策
の実施
モニタリング・評価
是正
改善
災害時アクションカード
を使った防災対策 DA
職員の災害対応力
法人の事業継続力
近隣住民の避難支援力 入居者の緊急避難力
安全と生活
を守る
32 
 
3) リスク対策の実施 
 リスク処理計画に基づき，防災対策や教育・訓練を実施する．その際，避難訓練などのリスク対策の
実施後にその効果や課題が評価できるよう，事前から評価のためのチェックシートなどを準備しておく
ことが望ましい．図 5-1では D（実行する：do）に対応する手順である． 
4) 実施内容のモニタリングと評価 
 図 5-1 では C（評価する：check)に対応する段階で，計画の進捗状況や実施内容の点検と評価を行う．
点検・評価は，事前に作成した評価シートによる自己チェックやヒアリングなどの方法で行う．C の段
階は，問題点を把握し，継続的に改善を図るために最も大切なプロセスである． 
5) リスク処理計画の是正・改善 
 PDCA サイクルの中で最後の段階で図 5-1 では A（見直しする：act)に対応する．C のプロセスで確
認された改善内容をリスク処理計画に反映し，計画の見直しを行う． 
 このように PDCA サイクルを意識し，着実に改善を図ることで深刻な危機事象にも適切に対応できる
危機管理が実現される． 
 
(2) 障害者 GH・CHの危機管理の高度化に向けた取り組み 
東日本大震災における障害者 GH・CH の被災事例から，地震・津波を対象とした危機管理では，①職
員の災害対応力の向上，②入居者の緊急避難力の向上，③近隣住民の避難支援の確保，④社会福祉法人
の事業継続力の向上，の 4 項目が重要な課題であることが明らかになった．特に，津波のリスクがある
エリアに住居や通所施設等がある場合はわずかな判断の違いで入居者の生命を左右することになるた
め，職員の避難誘導に関する対応力を優先的に高める必要がある．それでも夜間など入居者のみになる
環境においては，職員の災害対応力の向上だけでは不十分で，入居者の避難対応力の向上に加えて，近
隣住民の支援が欠かせない．また，居住する施設が浸水し使用できなくなる可能性が高い場合には，速
やかな代替住居の確保など社会福祉法人としての事業継続力の向上を目指した取り組みを行うことも
必要である．したがって，図 5-2に示すように，入居者の安全と生活を守るためには，上記の①～④を
合わせた総合的な災害対応力を備えることが必須である． 
障害者 GH・CH の危機管理の高度化は，前節で述べたように，リスク処理計画の策定（P），対策の実
施（D），実施内容の点検・評価（C），リスク処理計画の改善・見直し（A）という PDCA サイクルで継
続的に改善を行うことで実現できる． 
本研究で対象とした障害者 GH・CH では南海トラフ地震・津波を最優先リスクとし，入居者全員が安
全に早く避難できることを目標とした．その方法として，「災害時アクションカード」を使った津波避
難訓練を実施し，①職員の災害対応力の向上，②入居者の緊急避難力の向上を目指した． 
 
5-4. 災害時アクションカードの作成研修 
 
危機管理の高度化のためには，PDCA サイクルを意識しやすく，実施内容の評価・点検が容易なこと
が重要である．「災害時アクションカード」は緊急時の対応行動を 1 枚のカードに整理したものである
ため，それ自体行動計画書であること，避難訓練などの緊急時の対応訓練で活用しやすいこと，行動内
容の良否の自己チェックを行いやすいことなど，PDCA サイクルを実現するために必要な機能を有して
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いる． 
(1) 災害時アクションカードとは 
図5-3に徳島大学病院で使用されている災害時アクションカードの例6)を示す．災害時アクションカー
ドとは災害医療の現場で開発された．大きな災害や事故が発生した際に現場に駆け付けた限られた医療
スタッフと医療資源で必要な業務を効率的に遂行することを目的に業務分担と責任範囲を1枚のカード
にまとめたものである．一方，ほとんどの医療機関で備えられている災害対策マニュアルは，災害時に
必要となる行動内容を網羅して示しているため，記述されている内容が詳細であればあるほど，内容を
熟知していないと活用できないことがある．しかし，必要な行動内容だけをカード形式で整理した災害
時アクションカードは，緊急対応時に特化して必要最小限の役割と責任が明記されているため，マニュ
アルを熟知していないスタッフにもわかりやすく，緊急時には有効である． 
必要最小限の行動が整理された災害時アクションカードは，訓練ツールとしても有効であり，吉井ら
(2012)7)は緊急対応の必要な救命講習などで活用している．また，中野ら(2013)8)は，この災害時アクシ
ョンカードが学校(園)や保育園の津波避難対策でも有効であると考え，2011年以降，徳島県教育委員会
等と協力して主に徳島県内の学校(園)を対象にして普及に努めている． 
 
(2) 災害時アクションカードの作り方 
災害時アクションカードは，業種や職種が異なっても，基本的には表 5-1に示すようなプロセスで作
成することができる．まず，発災時の状況をイメージし，どのような被害が発生するかを想定する．次
に，初動対応上の問題点を考え，必要な行動を洗い出す．洗い出した行動を発災時から時系列で並びか
える．最後に，実行に必要な資源(人・物・情報)を考え，必要な資源の調達については別途検討する．
留意点として，初めから内容を作り込む必要はなく，肝心なのは実際の訓練で使用して，問題点があれ
ば繰り返し手順を見直しする．つまり，この作成手順は危機管理の進め方と全く同じである． 
 
(3) 災害時アクションカード作成研修会 
著者が所属する徳島大学環境防災研究センター（以下，大学という）は，社会福祉法人徳島県社会福
祉事業団(以下，法人という)が運営する複数の施設職員を対象に，災害時アクションカード作成研修会
を 3 回実施した（表 5-2）．参加者は，あけぼのホーム（GH）およびケアホームあけぼの（CH）（以下，
あけぼのホームという）のサービス管理者や世話人，入所施設の生活支援員や事務員など 10 名で，グ
ループに分かれてワークショップ形式で実施した． 
第 1 回（H25 年 1 月 13 日）は， 緊急時の初動対応の手順を考えるため，南海トラフ巨大地震発生時
の危険性を理解した上で，災害時アクションカードを試作した．行動手順やそれに必要なものを検討す
る中で，生活支援員からは，活動（食事・入浴等）の時間帯によって対応が異なるという意見が出た．
就労支援員からは，津波浸水エリア内にある企業で働いている施設外就労者の避難方法が検討できてい
ないという意見が出た．事務員からは，情報伝達・収集を担うために必要な電力や設備の確保が不十分
だという意見が出た．試作段階では，行動手順が詳細で役割が重複する傾向があるため，できるだけ簡
潔にまとめるように促した． 
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図 5-3 災害時アクションカードの例（徳島大学病院） 
 
 
表 5-1 災害時アクションカードの作成手順 
 
 
 
   
平面図を書く   利用者と職員に見立てたおはじきを配置   付箋紙に行動を記入し紙に貼る 
写真 5-1 DIG を使った災害時アクションカード作成の様子      
① 発災時の状況をイメージする
② 初動対応上の問題点を考える
③ 初動対応手順を洗い出す
④ 手順を時系列で並びかえる
⑤ 実行に必要な資源（人・物・情報）を考える
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第 2 回（H25 年 2 月 16 日）は，より具体的に発災時の状況をイメージするため，施設の平面図を利
用した図上演習（DIG）を実施した．この研修会の実施状況を写真 5-1で示す．この演習方法の利点は，
全体の人の動きを俯瞰して見ることができ，お互いの行動手順を確認し合えること，演習に参加してい
ない人の行動手順もイメージできることである．使用材料は，長方形の紙，マジック，付箋紙，おはじ
きを用意する．作業手順は以下のとおりである．①同施設の職員でグループを作る，②模造紙に自施設
の平面図を書く，③災害発生の季節や平日と休日の別，時刻，被害の概要を想定する，④おはじきを利
用者と職員に見立て平面図上に配置する，⑤職務ごとに避難完了までの行動内容を考える，⑥行動内容
を付箋紙に記入し，時系列順に並べて紙に貼る．⑥で完成した成果物を災害時アクションカードの原案
とし，これをもとに各自で作業を勧めるよう指示した． 
また，リスク処理計画として，平成 25 年度防災対策の年間計画（案）を作成するため，各施設にお
ける南海トラフ地震への準備状況の点検を行い，重要で緊急度の高いものを抽出した．点検には，福岡
県(2012)9)の高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアルにあるチェックリストを用いた．重要項目で早
急に対策を要するものについては青色，やや重要で取り組みにくいものについては赤色の付箋に記入し，
対策の重みと優先順位を付けた．付箋を取り組み時期に分けて模造紙に貼り年間の対策計画案とした．
点検作業を通じて，建物の耐震性や夜間対応など個人レベルでは解決できない全体課題に気づくことが
できた． 
第 3 回（H25 年 3 月 10 日）は，避難訓練時の役割と手順を認識するため，南海トラフ地震の発生を
想定し，身の安全確保から避難完了までの訓練計画を立案した．これまで訓練計画は管理者や事務方の
みで計画されてきたが，このように現場を熟知している職員が計画づくりに係ることでより現実的な計
画になる． 
 
5-5. 災害時アクションカードを使った津波避難訓練 
 
あけぼのホームにて，災害時アクションカードを使った津波避難訓練を計 4 回実施した．法人側が訓
練の詳細計画立案と運営を担当し，大学側はアドバイザーの立場で協力した．あけぼのホームは徳島市
内の民間マンションを借用しており，入居者は知的障害のある男性 7 名，女性 4 名（計 11 名）である．
施設概要は表 5-3に示す．日中は民間企業や法人が運営する通所施設にて就労や活動を行い，朝夕に世
話人 2 名が食事や生活相談などの支援をする． 
災害時アクションカードの特徴は，表面に地震直後の行動，裏面に避難行動が書かれており，世話人
用（図 5-4）と入居者用（図 5-5）がある．入居者用のカードは，イラストで分かりやすく表現されて
表 5-2 研修会の内容 
 
研修日 目的 内容
第1回
(H25.1.13)
緊急時の初動対応の
手順を考える
・南海トラフ巨大地震発生時の危険性を理解する
・災害時アクションカードを試作する
第2回
(H25.2.16)
災害対応に必要な備
えを見直し整備する
・施設の平面図を利用したグループ演習（DIG）
・施設の防災対策を点検する
・平成25年度の防災対策の年間計画を立案する
第3回
(H25.3.10)
避難訓練時の役割と
手順を認識する ・施設の被害状況を想定し、避難訓練計画を立案する
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いる．また，障害の程度，服薬の種類，連絡先等が記入されていて，必要な支援が得やれやすいよう工
夫されている．下記に，訓練の内容，津波避難訓練の効果，見直しと改善の結果を示す． 
 
(1) 訓練内容 
訓練の実施状況を表 5-4 に示す．入居者の訓練意欲を高めるため，「楽しくて，参加したくなる，み
んなと交流できる」というコンセプトを設けて，防災訓練の内容を工夫した．また，訓練の実効性を高
めるため，訓練ごとに次のような目標設定を行った．なお，地震・津波に関する想定は発災時間を除け
ばすべての訓練で同一である． 
訓練 1：世話人の避難誘導訓練（Step1） 
訓練 2：世話人と入居者の協働による避難誘導訓練（Step2） 
訓練 3：入居者のみの避難訓練（Step3） 
訓練 4：夜間の避難訓練（Step4） 
表 5-3 施設概要 
 
    
 表 5-4 訓練の実施状況      
 
   
階段昇降が苦手な女性       スマートフォンで津波情報を収集     夜間の避難訓練 
写真 5-2 訓練時の様子（左は第 2回訓練，中は第 3回訓練，右は第 4回訓練） 
     
 
種別 知的障害者のグループホーム・ケアホーム
建物 コンクリート造、4階建て、築40年以上で老朽化民間のマンション（借家）
入居者 男性7名、女性4名（計11名）
支援者
世話人2名（朝夕のみ勤務）
サービス管理者1名
管理者1名
訓練日（H25） 被害想定・訓練の流れ 目標
第1回
6月23日(日)18時
〈被害想定〉
・南海トラフを震源とする巨大地震が発生
・徳島市は震度7、津波2mが30分後到達
・建物は一部損壊、停電、負傷者2名
〈訓練の流れ〉
・身の安全確保
・一次避難場所へ集合し点呼
・津波情報の収集
・二次避難場所へ移動
・応急救護、管理者へ連絡
STEP1：世話人の避難誘導訓練
第2回
7月28日(日)17時
STEP2：世話人と入居者の協働による避難訓練
第3回
9月15日(日)16時
STEP3：入居者のみの避難訓練
第4回
11月12日(火)19時
STEP4：夜間の避難訓練
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被害想定は，南海トラフを震源とする海溝型の巨大地震が発生し，徳島市は震度 7 で 2m の津波が 30
分後に到達するとした．建物は一部損壊・停電し，負傷者 2 名発生するとした．訓練の流れは，地震が
発生時の自身の安全確保，一次避難場所（マンション前の駐車場）へ集合して点呼，ラジオとスマート
フォンを使って津波情報の収集，二次避難場所（近隣のマンション：徳島市指定の避難場所）へ移動，
骨折と切り傷を想定した応急救護，管理者へ安否情報の連絡，である． 
 
(2) 津波避難訓練の効果 
災害時アクションカードを使った津波避難訓練の結果を図-6にまとめる．緊急行動手順の見直しは図
5-7 に示す災害時アクションカード自己チェックシートを使って行った．自己チェックシートを事前に
作成することで，訓練の目的が明確になり，課題の抽出が容易になる．各訓練で抽出された課題につい
て次の訓練計画を作成する際に改善を図ることで，世話人の災害対応力，入居者の緊急避難力が段階的
に向上した．また，訓練後に行った反省会を通して出された意見を参考にして，入居者に役割を任せた
ことにより，入居者のソーシャルスキルが向上し，減災につながる行動変化も確認できるようになった
（表 5-5）．さらに，訓練後の反省会に防災かるた大会などの楽しみを取り入れることで，入居者間の交
流を深めるとともに訓練参加意欲も高まった．一方，災害時に入居者だけで確実に避難を行うためには
近隣住民の支援を得ることが極めて重要であり，日頃から入居者と地域とのつながり作りを行っておく
ことが大きな課題であることがわかった．訓練時の様子は写真 5-2に示す． 
1) 訓練 1：世話人の避難誘導訓練（Step1） 
世話人は，災害時アクションカードに沿って行動できたが，歩行障害のある人の誘導に手間取ったり，
怪我人救出や応急処置で手いっぱいとなった．世話人を補佐する役割の人が必要であることが分かった．
入居者の中には，揺れから身を守る行動ができていない人やヘルメットを着用したがらない人もおり，
基本的な安全教育の必要がある．第 1回の訓練ではマンション 3階を避難場所にしたが，建物の老朽化
や手すりが無いなど耐震性と安全性に不安があることが再確認できた．早急に施設管理者による耐震対
策の検討が必要であると共に，避難場所を変更することに決めた．反省会では，入居者が訓練に楽しく
参加できるようにするため，防災かるた大会も実施した． 
2) 訓練 2：世話人と入居者の協働による避難誘導訓練（Step2） 
入居者は世話人の助けを得つつ，災害時アクションカードに沿って行動した．一次避難先のアパート
前での応急処置に手間取り時間がかかったので，行動の順番を見直し，二次避難先をより近い近隣マン
ションに変更することに決めた．避難路上に，倒壊の危険がありそうなブロック塀等があることが分か
った．入居者へ周知すると共に，安全な避難路整備については，今後，地域全体取り組むべき課題であ
る．反省会では，入居者が各自で準備した非常持ち出し袋の中身を発表し合った． 
3) 訓練 3：入居者のみの避難訓練（Step3） 
管理者は，入居者が得意な事を活かしたり，苦手な事に挑戦できるような役割にした．はじめは次の
行動に移るまでに時間がかかり，声の掛け合いなどのコミュニケーション不足で集団にまとまりが無か
ったが，少しずつチームワークが形成されてきた．しかし，スマートフォンの電池切れで情報収集でき
ないなど予定外のアクシデントが起こると行動が中断してしまうこともあった．世話人がいない夜間で
状況判断が難しい場面では，やはり近隣住民による誘導が必要である． 
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図 5-4 世話人用の災害時アクションカード（左：表面 右：裏面） 
 
図 5-5 入居者用の災害時アクションカード（左：表面 右：裏面） 
○○ハイツ
②○○ハイツ
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4) 訓練 4：夜間の避難訓練（Step4） 
暗さが影響して，一次避難先での情報収集や点呼に少し時間がかかったが，懐中電灯を照らし合うな
どして相互に協力して行動することができた．利用者は訓練の流れや役割を理解し，自助できる可能性
が大きくなってきたものの，停電で街が真っ暗になる状況では，避難に時間がかかり，転倒などの危険
も増すことが再認識された． 
 
(3) 災害時アクションカードの見直しと改善 
行動手順の見直しは災害時アクションカード自己チェックシートを使って行う．チェック項目は，災
害時アクションカードに記載している項目と同じで，「できた」「できたが難しかった」「できなかった」
の 3段階で評価する．そのほか，追加する行動，省略する行動，行動の順番，内容の分かりやすさなど
についても評価する． 
あけぼのホームでは，訓練直後に反省会を行い，参加者全員で自由に意見を出し合い問題点を共有し
た．また，チェックシートの「できたが難しかった」「できなかった」を中心に対策を検討し，カード
を修正した．これまでの訓練で下記のような改善を行った． 
1) 訓練 1実施後の改善点 
・避難場所を耐震性の低いあけぼのホーム 3 階から安全な近隣マンション A に変更した． 
・入居者が理解しやすくするため，内容表示を文字からイラストに変えた． 
・基本的な安全行動ができなかった人に対し，世話人が，身を守る行動やヘルメットの必要性につ 
いて繰り返し説明した． 
・建物の耐震改修について管理者に要望した． 
2) 訓練 2実施後の改善点 
・入居者の性格に応じて誘導係，情報収集係，応急救護係などの役割を決めた． 
・避難時間を短縮するため，応急救護の順番を避難完了後に変えた． 
・避難場所を近隣マンション A から，より距離が近いマンション B に変更した． 
・入居者が各自で非常持出し袋を準備した． 
・携帯しやすいカードサイズ（A5）にして透明ケースに挟み，紐を付けて肩掛けできる形にした． 
3) 訓練 3および訓練 4実施後の改善点 
 ・近隣住民の避難支援の確保に向けて，近隣住民との関係作りに取り組み始めた． 
表 5-5 入居者の減災につながる行動変化 
 
入居者 年齢性別
得意・
不得意 訓練時の役割 減災につながる行動変化
Tさん 40代男性
会話や集団
行動が苦手 避難誘導（先頭） ・全体の歩調に配慮できるようになり、隊列のばらつきが減った
Eさん 40代男性
集団行動
が苦手
点呼
避難誘導（最後尾） ・点呼により不在者の有無を確認できるようになった
Mさん 20代女性 手先が器用 応急救護
・骨折処置を手早くできるようになった
・周りを気遣う声かけができるようになった
Aさん 40代女性
携帯操作
が得意
情報収集
管理者へ状況報告
・スマートフォンで情報収集、状況報告ができるようになった
・声を出して避難を呼びかけられるようになった
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図 5-6 津波避難訓練の結果 
 
 
図 5-7 災害時アクションカード自己チェックシートの例 
 
徳島県社会福祉事業団
あけぼのホーム 徳島大学
災害時アクションカードを使った津波避難訓練
STEP1 世話人の避難誘導訓練
STEP3 入居者のみの避難訓練
STEP4 夜間の避難訓練
建物や避難路の耐震性が不安
訓練参加意欲が低い
コミュニケーション力が不足
想定外の状況判断ができない
→避難支援が必要
「入居者の安全と生活を守る」
「事業継続力を高める」
「防災対策を支援する」
管理者へ改善要望
役割分担
管理者が市の防災マップ作りに参加
訓練参加意欲が向上
チームワーク力が向上
入居者の顔を知ってもらえた
ホームが町内会向けに地域防災講座
反省会＋食事会や防災かるた大会等
コンセプト「楽しくて 、参加したくなる 、みんなと交流できる」
《課題》 《対策》 《効果》
入居者が町内会活動（秋祭り）に参加
ホームの存在を知ってもらえた
STEP2 世話人と入居者の協働による避難誘導訓練
身を守る行動ができない人がいる 基本的な安全教育をする
世話人の災害
対応力が向上
入居者の緊急
避難力が向上
近隣住民に
よる避難支援
災害時アクションカード作成研修
災害時アクションカード 自己チェックシート
訓練日（○月○日） 訓練内容（津波避難訓練） 役割（世話人） 氏名（○○○○）
項目 評価
身の安全を確保する □できた □できたが難しかった □できなかった
ヘルメット着用・非常袋を持つ □できた □できたが難しかった □できなかった
入居者の安否確認をする □できた □できたが難しかった □できなかった
マンション前広場へ避難誘導する □できた □できたが難しかった □できなかった
項目 評価
追加する行動はありませんか？ □ある □ない
省略する行動はありませんか？ □ある □ない
・
・
・
・
・
・
・
・
・
レ
レ
レ
レ
レ
レ
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5-6. 近隣住民の避難支援の確保～地域とのつながり～ 
 
あけぼのホームの入居者は，これまで地域との関わりがほとんど無かった．近隣住民の避難支援の確
保に向けて，管理者が市の進めているハザードアップ作りに参加したところ，あけぼのホームの存在は
近隣住民にほとんど知られていないことがわかった．加えて，住民が高齢化しているため，災害時の協
力は難しいという対応を受けた．しかし，日頃の地域とのつながり作りから始めようということで，入
居者が秋祭りの準備や神輿の引手を手伝ったところ，地域の役に立つことができ，互いの顔を知るよい
機会になった．また，あけぼのホームは町内会向けの地域防災講座を企画・実施した．大学が南海トラ
フ地震への備えについて講演し，法人が災害時アクションカードを使った津波避難訓練の取り組みにつ
いて紹介した．講座に参加した住民は，地域の地震・津波の危険性と必要な備えについて学び，あけぼ
のホームの取り組みに理解を示した．災害時の近隣住民による避難支援の確保は，今度の大きな課題で
あるが，このような取り組みを続けていることが大切である． 
多くの地域で，GH・CH がどのような場所で，どのような人が暮らしているのか知られていない．そ
ればかりか，障害者に対する偏見も少なくない．住民の障害者に対する理解なしに，地域で防災対策に
取り組むことは困難である．また，あけぼのホームの例のように，施設側も閉鎖性を払拭し，入居者の
ソーシャルスキルを向上させる職員の支援技術も必要である． 
災害時の地域共助を進める上で，入居者と地域とのつながりが非常に重要である．今後，施設や行政，
防災・福祉に関わる専門家らが連携して「防災・福祉・交流」をつなぐような仕組み作りも求められる． 
 
5-7. まとめ 
 
東日本大震災における障害者 GH・CH の被災事例から，世話人の災害対応力の向上，入居者の緊急避
難力の向上，近隣住民による避難支援の確保，社会福祉法人の事業継続力の向上，という４つの課題が
明らかになった．入居者の安全と生活を守るためには，それら４つの力を合わせた総合的な災害対応力
を備えることが必須であり，障害者 GH・CH の危機管理の高度化は，リスク処理計画の策定（P），対策
の実施（D），実施内容の点検・評価（C），リスク処理計画の改善・見直し（A）という PDCA サイクル
で継続的に改善を行うことで実現できる．その具体的な方法の一つとして，災害時アクションカードを
使った防災対策が提案された． 
徳島市の知的障害者の GH・CH を対象に，災害時アクションカードを使った津波避難訓練を実施し，
PDCA サイクルによる改善を行った結果，世話人の災害対応力および入居者の緊急避難力が向上した．
一方で，近隣住民の避難支援の確保については，入居者と住民の日頃のつながりが大切であることが再
認識され，町内会行事や地域防災講座などを通じた交流が始まった． 
災害時アクションカードは，施設の特徴や対象とする災害によって大きく異なる．今後は，災害時ア
クションカードの作成方法や活用事例を蓄積し，多くの方に活用してもらえるよう普及に務めたい． 
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第 6 章 豪雨災害に対する要配慮者利用施設（高齢者及び障害者施設）の避難確保計画の
あり方  
 
 6-1. 概説 
 
近年，全国各地で集中豪雨や台風などによって甚大な被害が発生している． 
ねたきりや認知症の高齢者が多い施設の被害は深刻で，2009 年の中国･九州北部豪雨では，山口県防
府市の特別養護老人ホーム・ライフケア高砂が土石流で埋まり，入所者 7 名が生き埋めとなって死亡し
た．翌 2010 年の奄美豪雨でも，奄美大島のグループホームわだつみ苑が浸水し，入所者 2 名が溺死し
た． 
内閣府は，2004 年の新潟，福井，福島で発生した大規模水害で多くの高齢者が犠牲になったことを受
けて，災害時要援護者の避難支援ガイドラインをとりまとめた．  
さらに，2013 年 7 月に水防法が改正され，要配慮者利用施設の洪水時の利用者の円滑かつ迅速な避難
の確保を図るため，施設の自立的な防災が求めている．  
高齢者施設や障害者施設に関する水害の先行研究として，吉井(2013)1)は，奄美豪雨災害時における
高齢者施設の避難行動を分析している．北川ら(2010)2)は，施設の被災経験が防災への取り組みに与え
る影響・関与度について分析している．永家ら(2011)3)は，立地特性に着目した水害における避難支援
プランの作成方法を提案している． 
よって，本研究では，「施設の自立的な防災」を実現し，洪水時の利用者の円滑かつ迅速な避難の確
保を図るためには，施設は具体的にどのようなことに留意して避難確保計画を策定すべきか，方向性を
示すことを目的とする．  
研究対象は，高齢者施設と障害者施設とする．研究方法は，(1)豪雨災害の被災事例から，避難行動に
おける課題を抽出し，次に，(2)2014 年 8 月に発生した台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実
態から，支援体制の課題について整理する． 
最後に，(1)と(2)の課題を踏まえた上で，要配慮者利用施設の避難確保計画における留意事項の分析を行
い，そのあり方を示す． 
 
 6-2. 豪雨災害の被災事例からみた避難行動における課題抽出 
 
(1) 調査方法 
本調査では，豪雨災害の過去の被災事例から，避難行動における課題を抽出した．2013 年の秋田・
岩手豪雨で避難した大館市の特別養護老人ホーム A，2013 年の台風 18 号福知山豪雨で被災した福知山
市の認知症高齢者グループホーム B， 2011 年の紀伊半島豪雨で被災した田辺市の高齢者支援ハウス C，
新宮市の障害者ケアホームD，古座川町の特別養護老人ホームEを対象にインタビュー調査を実施した． 
 
(2) 調査結果 
A 施設は平成 19 年 9 月 17 日の米代川水害経験から，施設独自の避難行動開始基準を設けていた． 
具体的には，施設前の護岸にラインを引いて，災害対策本部を設置する水位と避難行動開始水位を決め
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ていた（写真 6-1）．平成 25 年 8 月 9 日は，午前 10 時には避難することを決定し介護用品など持ち出
し品の準備，利用者への食事提供などの準備を行った．11 時に市に対し自主避難することを報告し，12
時 30 分に災害支援ネットワーク（他法人との災害協定）へ救助要請し，13 時 30 分から要介護高齢者
100 名を近隣の病院などに車で移送し，14 時に避難が完了した（写真 6-2）．  
B 施設は平成 25 年 9 月 15 日午後 9 時に法人本部に連絡し,搬送用車両の準備を要請した．午後 11 時
頃，戸田水位観測所の水位が 2m に達したことから 5km 先の法人本部がある特養へ避難を開始した．
移送には 7 台の車両で 2 往復した．午後 12 時 30 分に避難が完了した． 
A，B 施設は水位を元にした独自の避難基準，移送体制，受け入れ先の確保などの事前対策をしてい
た結果，早期避難が実現できた． 
C 施設は，熊野川水系音無川が氾濫し，床上約 70cm 浸水した.夜間に消防団員から避難指示を受け，
高齢者 7 名を本宮中学校に車で緊急移送した.  
D 施設は，熊野川水系赤木川が氾濫し，2 階天井付近まで浸水した（写真 6-3）．浸水直前に自治会長
の避難の呼びかけで，管理者は利用者 7 名を急いで高台へ避難させたが，視覚障害者の避難に約 1 時間
もかかった． 
C 施設と D 施設は，外部からの呼びかけが無ければ非常に危険な状況であった． 
E 施設は，古座川が氾濫し床上約 2m 浸水した．水位を監視していた職員の判断で，浸水の約 7 時間
前に要介護高齢者 20 名を 2 階へ避難させている．   
このような事例を踏まえて，「施設の自立的な防災」を実現し，洪水時の利用者の円滑かつ迅速な避
難の確保を図るためには，次のような課題があげられる． 
 
(3) 避難行動における課題 
a) 施設独自の避難行動開始基準を設定し自主的に判断する 
避難に時間を要する高齢者や障害者が暮らす施設においては，市町村等から提供される避難情報に加
えて，河川の水位情報を活用するなど，独自の避難行動開始基準を設定しておくことにより，迅速な避
難判断が可能となる． 
b) 外部組織と支援体制を構築して円滑かつ迅速に避難する 
 避難に人手や車両を必要とする高齢者や障害者が暮らす施設においては，自施設の資源のみで，迅速
な移送を行うことは難しい．また，被災していても利用者のケアを中断することはできないので，介護
   
写真 6-1 大館市の A 施設の避難   写真 6-2 大舘市の A 施設の利用者   写真 6-3 D 施設が冠水している様子 
行動開始基準を示す水位のライン    を移送する様子（A 施設より提供）            （D 施設より提供） 
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が継続できる避難先を確保しておくことが必要不可欠である．同一法人内の施設や他の周辺施設と災害
時の協定を結ぶ場合も，合同の訓練を実施するなど，平時から施設同士の連携や交流を図り，円滑な支
援体制を構築しておくことが必要不可欠である． 
 
 6-3. 台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実態 
 
(1) 調査方法 
 調査対象は，2014 年 8 月に発生した台風 11 号によって浸水被害を受けた那賀郡那賀町にある特別養
護老人ホーム S 荘（写真 6-4）である．2014 年 9 月に S 荘とその支援活動に携わった近隣施設の K 施
設と徳島県健康福祉部に対してインタビュー調査を実施した． 
 
(2) 台風11号の概要 
 台風 11 号は，7 月 29 日 12 時にマリアナ諸島付近で発生した台風 11 号は，強い勢力で日本の南海上
を北上し，暴風域を伴って 8 月 7 日に大東島地方に接近した．台風は強い勢力を維持したまま比較的ゆ
っくりとした速度で北上し，10 日 6 時過ぎに高知県安芸市付近に上陸した後，次第に速度を速めなが
ら四国地方，近畿地方を通過した．その後，台風は暴風域を伴ったまま日本海を北上し，11 日 9 時に温
帯低気圧に変わった．この期間，前線が西日本の日本海側から北日本にかけて停滞し，前線に向かって
台風周辺の湿った空気が流れ込んだため，西日本から北日本の広い範囲で大雨となった． 
 徳島県内は 10 日午前 0 時ごろから正午ごろまで風速 25 メートル以上の暴風域に入り，未明から激し
い雨が降り続いた．国土交通省那賀川河川事務所の古庄水位観測所（阿南市羽ノ浦町）では午前 10 時
半，那賀川で 1955 年の観測開始以来，最も高い 8.0m の水位を記録した． 
 徳島県の浸水被害は甚大で，住宅被害は 2,625 棟（消防庁 8 月 18 日）となった．死者は 1 人であっ
た．特に，県南部に位置する阿南市加茂谷地区や那賀町は大きな打撃を受けた．  
 那賀町を流れる那賀川は，流域面積は 874km2，流路延長 125km と徳島県で最も長い一級河川であ
る．地形が急峻であるため，上流で多くの雨が降ると下流まで短時間で流れだし，水位も急激に増加す
る．流域は，降水量が 3,000mm にものぼる雨の多い地域で，過去にも多大なる台風被害を受けてきた
地域である．なお，那賀川には 5 つのダムと発電所があり，下流域の農業用水や工業用水として多く利
用されている． 
 
(3) S荘の浸水状況 
 S 荘は，那賀川の左岸側に隣接して立地している特別養護老人ホームである．台風 11 号による建物
被害は，床上浸水 70cm，建物周囲は約 1.4m 浸水した．立地環境から見ても，浸水リスクの高い場所
であることが分かる．国土交通省が長安口ダム改修工事のために，S 荘前に設置されたメモリー式水位
計記録を上流側のダム放流量データと共に図 6-1に示す．S 荘の位置図と浸水深を図 6-2に示す．測量
結果と水位情報は調和的な結果であった． 
 
(4) S荘の避難行動 
 被災当時の職員数は 28 名（非常時体制，全職員数は 46 名）で，利用者数は 63 人であった．施設で
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は，8 月 9 日夜の日直職員 4 名に加え，24 名が施設に待機し，利用者の夕食時間を早めたり，車を高台
に移動させるなどした．10 日深夜，川口ダムの放流情報を元に，比較的軽度な利用者 35 名と最低限の
介護用品を 2 階へ移動させた．未明になって，さらに 6,800 トンにも上る水が放流されると聞き，残る
重度の 28 名を上層階へ移動させた．朝 6 時頃から浸水が始まり 8 時頃に水位はピークに達した．その
頃，施設の管理者が徳島県保健福祉部に電話で救援要請をした．11 頃に水が引き始め，14 時頃に周辺
施設から応援車両が到着した．利用者は，近隣の診療所へ一次避難したのち，近隣の高齢者施設，病院，
自宅へ分散して受け入れられた．しかし，その後も，利用者の健康状態の変化や利用者家族の都合など
により，受け入れ先が頻繁に変わったため，S 荘や関係機関では混乱状態が続いた． 
 
 
写真 6-4 浸水被害を受けた特養 S 荘（那賀郡那賀町）（2014.9.26 筆者撮影） 
 
 
図 6-1 S 荘近くに設置されている水位データ 
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(5) 支援活動をした近隣のケアハウスW施設の対応 
 W 施設は福祉避難所で，高台にあるため建物被害はなかったが，職員の自宅が浸水するなどした．  
 8 月 10 日 10 時頃に徳島県保健福祉部より，S 荘の被害状況の知らせと共に，利用者受け入れの打診
があり，担当者が法人本部と相談して受け入れ可能人数を回答した．14 時頃，再び徳島県保健福祉部よ
り電話があり，S 荘の利用者移送の依頼あり，車 3 台で向かった．S 荘から診療所へ移送したものの，
診療所では利用者全員を受け入れることはできず，診療所の医師が中心となって，受け入れ先を調整し
た．W 施設は，10 名を受け入れすることを決め，16 時頃，W 施設に併設されているデイサービスセ 
ンターの和室に収容した．利用者の中には脱水症状や発熱等の症状がでている人がいた．利用者の身体
情報が無かったため，近隣の病院等に情報提供を依頼し，病名や薬等の情報を確認した．また，法人本
部に職員の応援とベッドの調達を依頼したが，S 荘の利用者のケアにあたった職員の負担は非常に大き
かった．8 月 21 日，ようやく W 施設の居室に移った．利用者受け入れに伴う費用は，福祉避難所の経
費と介護保険料によって賄われた． 
 
(6) 連絡調整を行った徳島県健康福祉部の対応 
 8 月 10 日 8 時頃に S 荘から救援依頼を受け，災害時相互応援協定に基づき，徳島県老人福祉施設協議
会（以下，県老施協という）に応援を依頼した．協議会と情報交換しながら W 施設等の周辺施設に対
し，移送や利用者受け入れの調整を行った．また，県の出先機関と那賀町役場の職員に現地の状況確認
を依頼し，16 時頃に報告を受けた．受け入れ先が決まってからは，救援活動に伴う費用負担の検討や国
への要望等の対応に追われた． 
 
図 6-2 S 荘の位置図と浸水深 
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 (7) 支援体制における課題 
 S 荘の支援体制を図 6-3に示す．  
徳島県では，2012 年に社会福祉施設等 6 団体との間で災害時相互応援協定締結されている．今回の
水害では，『被災施設⇔徳島県＋出先機関⇔県老施協⇔会員施設』といった受け入れの調整ラインがで
きていたため，比較的スムーズに受け入れが行われた． 
一方，那賀町内の施設や町の間では，災害時の支援体制について具体的に話し合ったことはなく，受
け入れ施設にとって，ベッドや応援職員の手配とケア，利用者情報の把握，利用者の滞在費用の請求な
ど負担がかかる形となった． 
 
 6-4. 避難確保計画における留意事項の分析 
 
本調査では，国土交通省が定めた改正水防法と避難確保計画作成の手引き(案)4)の指針を確認した上
で，自治体が公表している災害対応マニュアルの特徴を整理し，施設が避難確保計画を策定する上で重
要な留意事項について分析する． 
 
(1) 水防法と避難確保計画作成の手引き（案）の指針 
 国土交通省は，2013 年 7 月に水防法を改正した（表 6-1）．目的は，要配慮者利用施設の洪水時の利
用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るためであり，施設の自立的な防災が求められている． 
 
 
図 6-3 S 荘の支援体制 
徳島県庁 本庁
社会福祉団体
徳島県保健福祉部
救援要請
県老施協
会員施設
老健F施設
特養H施設
ケアハウスW施設
健康増進課
特養S荘
那賀町内
被災施設
救援（食料、物資、人）
コーディネート
利用者受入
周辺施設
救助
情報交換
救助依頼
県の出先機関
H診療所
福祉避難所設置等他部署との協議
費用負担の検討
国への要望
援助依頼・情報提供
那賀町
健康福祉課現場の状況把握
危機管理部
福祉避難所指定
依頼・報告
報告
利用者受入
搬送協力
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同年公表された「要配慮者利用施設（病院を除く）に係る避難確保計画作成の手引き（案）」を受け
て，自治体は，施設の種別や立地条件等の実態に即して，防災体制（判断時期・活動内容・対応要員），
情報収集及び伝達，避難誘導，施設の整備（資器材の維持管理），訓練の実施等について規定するよう
求めている．なお，施設の既存のマニュアルに追加することでも良いとしている． 
 
(2) 調査方法 
 自治体の福祉部局に，災害対策マニュアルの資料提供を依頼すると共に，インターネットも活用して
自治体のホームページ検索を行った結果，静岡県健康福祉部，高知県地域福祉部，福岡県保健医療介護
部，愛媛県中予地方局，埼玉県福祉部，山口県健康福祉部，和歌山県福祉保健部，仙台市健康福祉局，
福井県社会福祉協議会，9 団体 10 マニュアルから災害対応マニュアルを収集した． 
 
(3) 調査結果 
表 6-2に，各マニュアルが対象とする災害種別や特徴を整理した 5)-14)． 
全体的に，水害対策編よりも地震対策編にウエイトが置かれているマニュアルが多い．水害対策編の
特徴としては，上記の避難確保計画の手引き（案）に記されている項目は，ほとんど網羅されている．
しかし，情報収集及び伝達については，気象情報や警報の解説に文字数が裂かれており，避難判断基準
の必要性にまで触れられているものはほとんど無い．また，防災体制と訓練の実施については，地域や
施設間の連携について記載されているものは比較的多いが，実践的な訓練について記載されているもの
は少ない． 
 
(4) 水害に関する災害対応マニュアルの現状 
 福岡県，鹿児島県，山口県，徳島県，高知県，和歌山県，静岡県，宮城県，岩手県，福島県の県庁と
市町村役場の福祉部局を対象に，災害対応マニュアルに関するアンケート調査を実施した．  
自治体の選定理由は，近年，大水害に見舞われた県，今後南海トラフ地震で大きな被害が予想されて
いる県，東日本大震災で甚大な被害を受けた県とした．  
有効回答数は 107（回収率 26％）であった．調査方法は郵送法で，調査期間は平成 26 年 4 月～5 月で
ある． 
その結果，水害に関する災害対応マニュアルの策定率はわずか 9％であった（図 6-4）．高齢者福祉施
設の防災対策を主導している機関で最も多いのは「県」，次に多いのは「消防署」であった（図 6-5）．
災害対策ガイドラインを作成していない理由で最も多いのは「県など他機関が既に作成しているから」，
次に多いのは「労力がかかり，作成する余地がないから」であった．その他としては「市町村で地域防
災計画が策定されているから」「各事業所で作成している」などの回答が見られた（図 6-6）．また，自
治体が所管する地域にとって特に重要な項目については，「地域共助力を高めるための地域づくり」の
回答数が最も多く，自治体においても地域連携の重要性が認識されていることが分かる（図 6-7）． 
 
50 
 
  
表 6-1 水防法改正の概要 
 
 
表 6-2 自治体が発行している既存の災害対応マニュアルの特徴 
 
対象事業所等 高齢者，障害者乳幼児等の要配慮者利用施設
措置の義務付け 努力義務
措置の内容
（水防法第15条の3）
（水防法施行規則第9条）
避難確保計画の作成
作成した計画を市町村へ報告
訓練の実施
自衛水防組織
（水防法第15条の3）
自衛水防組織を設置した場合
構成員の市町村への報告
マニュアル名 発行機関 発行日 水害 地震 火災 内容の特徴
高齢者福祉施設における災害対応
マニュアル作成の手引き
入所施設・通所施設のための
災害マニュアル
静岡県健康福祉部
福祉長寿局
2012年4月 ○
＋土砂
○
＋津波
・地震対策編にウエイトが置かれている
・気象情報や警報の解説が多い
・風水害に関する市町の連絡先がリスト
　アップ（電話/メール/FAX）
高知県社会福祉施設防災対策指針 高知県地域福祉部 2012年3月 ○
＋土砂
○
＋津波
・地震対策編にウエイトが置かれている
・東日本大震災の教訓が反映されている
　（コラム/ポイント）
高齢者福祉施設等防災計画策定
マニュアル 福岡県保健医療介護部 2012年3月
○
＋土砂
○
＋土砂
○
＋土砂
・基本方針「数量化，ネットワーク化，自
　動化」が示されている
・短期的, 長期的な段階的に分けて避難先
　を検討する必要性が示されている
・夜間の屋外避難時の留意点が記載
・チェックシート，様式集が充実
社会福祉施設防災マニュアル 愛媛県中予地方局
健康福祉環境部
2012年2月 ○ ○ ○
・訓練計画例や連携事例と共に，地域防災
　総合訓練，施設総合訓練，部分訓練の必
　要性が示されている
・利用者の特性と留意点が整理されている
社会福祉施設災害対応マニュアル
埼玉県福祉部
埼玉県老人福祉施設協議会
埼玉県介護老人保健施設協会
2011年7月 ○
＋土砂
○
＋土砂
・施設間や地域との支援体制の整備につい
　て詳しく記載されている
社会福祉施設における災害対策
の手引き
福井県社会福祉協議会 2011年7月 ○
＋土砂
○
＋津波
・施設の地域での役割として救援活動につ
　いて示されている
・地震対策編では東日本大震災の教訓が反
　映されている（被災生活・メンタルケア）
福祉施設等の災害対策取組事例集 山口県健康福祉部厚政課 2011年3月
・2009年の中国･九州北部豪雨での教訓が活
　かされた内容
・山口県内の10施設のソフト対策，ハード
　対策が具体的に記載されている
高齢者福祉施設における災害対応
マニュアル作成の手引き
和歌山県福祉保健部
長寿社会課
2010年6月 ○
＋土砂
○
＋津波
・地震対策編にウエイトが置かれている
・気象情報や警報の解説が多い
・風水害に関する市町の連絡先リストアップ
　（電話/メール/FAX）
福祉・医療施設防災マニュアル
作成指針
山口県健康福祉部 2010年1月 ○ ○
・避難判断基準の必要性に触れられている
・移送方法（グループ分け/配車計画/車両
　応援など）の工夫について詳しく記載
社会福祉施設等災害対応マニュアル 仙台市健康福祉局 2009年4月 ○
＋土砂
○
＋津波
・主に，仙台市健康福祉局の手順書で施設
　向きではない
・水防法に定める市内の要援護者利用施設
　がリストアップ
土砂災害，高潮
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図 6-4 水害に関する災害対応マニュアルの策定率（N=107） 
 
    図 6-5 貴自治体が所管する地域において，高齢者福祉施設の防災対策を主導している機関（N=107） 
 
図 6-6 災害対策ガイドラインを作成していない理由（N=107） 
 
図 6-7 自治体が所管する地域にとって特に重要な項目（N=107） 
作成済み
9%
作成中4%
未作成
85%
無回答
2%
0 20 40 60
県
消防署
いずれでもない
社会福祉協議会
高齢者福祉施設の業界団体（協会など）
その他
0 20 40
県など他機関が既に作成しているから
労力がかかり，作成する余裕がないから
高齢者福祉施設からの要望がないから
防災に関する専門的な知識が不足しているから
作成する予算がないから
あまり必要性がないから
作り方が分からないから
その他
0 20 40 60 80
地域共助力を高めるための地域づくり
避難所における要援護者への対応
関係機関等との連携体制の整備
福祉避難所における要援護者への対応
避難行動要支援者名簿の作成
避難行動要支援者名簿情報の提供,活用準備
発災時における市町村の要援護者支援班の活動
地域における人材育成
在宅者等への支援の必要性
防災訓練
市町村間,都道府県,国,関係機関等との連携
平常時からの市町村の組織作り
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 6-5. まとめ 
 
「施設の自立的な防災」を実現し，洪水時の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るためには，避
難確保計画に，「施設独自の避難行動開始基準を設定して自主的に判断する」と「外部組織と支援体制
を構築して円滑かつ迅速に避難する」を盛り込む必要があると考える． 
「施設独自の避難行動開始基準を設定して自主的に判断する」については，早い判断が迅速な避難に
つながる．避難行動開始基準の設定は，施設が立地している地形や地盤等の立地環境や水位情報などか
ら設定可能である． 
「外部組織と支援体制を構築して円滑かつ迅速に避難する」については，円滑な避難には，各地域に
おいて利用者受け入れの連絡や調整を行う体制を整備しておくことが重要であり，広域ネットワークと
地域ネットワークの両輪が求められる． 
利用者受け入れにあたっては，利用者情報の把握，ケアを提供するための環境整備等が必要となる．
また，円滑な体制を作るためには，平常時の連携や交流が大切になる．地域内の施設や自治体，住民等
による合同の移動訓練や受け入れ訓練など，実践的な訓練を計画し，実行していくことも必要である． 
 
参考文献 
1) 吉井博明(2013)：豪雨災害時における避難と高齢者施設の対応，平成 22 年 10 月奄美豪雨災害を事
例として，東京経済大学コミュニケーション学会. No38 , pp.911-103． 
2) 北川慶子・宮本英揮(2010)：介護保険施設の自然災害による被災と防災に関する研究，老年社会科学，
32(3)，pp.328-337． 
3) 永家忠司・田上晶子・猪八重拓郎・外尾一則(2011)：高齢者施設の立地特性に着目した水害における
避難支援に関する研究，低平地研究，No20． 
4) 国土交通省(2013)：要配慮者利用施設（病院を除く）に係る避難確保計画作成の手引き（案）． 
5) 静岡県健康福祉部福祉長寿局(2012)：高齢者福祉施設における災害対応マニュアル作成の手引き． 
6) 高知県地域福祉部(2012)：高知県社会福祉施設防災対策指針． 
7) 福岡県保健医療介護部(2012)：高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアル． 
8) 愛媛県中予地方局(2012)：社会福祉施設防災マニュアル． 
9) 埼玉県福祉部(2011)：社会福祉施設災害対応マニュアル． 
10) 福井県社会福祉協議会(2011)：社会福祉施設における災害対策の手引き． 
11) 福祉山口県健康福祉部厚政課(2011)：施設等の災害対策取組事例集． 
12) 和歌山県福祉保健部(2010)：高齢者福祉施設における災害対応マニュアル作成の手引き． 
13) 山口県健康福祉部(2010)：福祉・医療施設防災マニュアル作成指針． 
14) 仙台市健康福祉局(2009)：社会福祉施設等災害対応マニュアル． 
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第7章 地方自治体職員の被災者生活支援業務に関する意識分析からみたBCP策定の課題 
 
7-1. 概説 
 
東日本大震災において，障害者，難病患者，ねたきりの高齢者らは，行政支援が行き届かなかったた
めに，非常に厳しい避難生活を強いられる状況が生じた．  
例えば，大槌町における住民の健康状況を把握するための全戸家庭訪問調査 1)（調査期間：2011 年 4
月 22 日～5 月 8 日）によると，「早急に対応が必要」だったのは 53 名，「支援が必要」は 229 名であり，
調査対象者 5,117 名中の 5.5%であった．支援が必要な理由は，「心理的問題」が最も多く 37％，次いで
「治療中断」18％，「介護問題」13％であった．   
また，大規模災害時の保健活動に関する提言として，防災計画に保健師がより深く関わること，保健
師を災害対策本部のメンバーとして位置づけること，健康危機管理の体制構築が必要であることなどの
重要性を指摘している． 
震災から 3 年以上が経過しても避難生活は続いている．長引く避難生活で，災害関連死は 3,000 人を
超えた．震災関連死の約 9 割が高齢者であるため，県と市町村などが連携し，仮設住宅を保健師らが巡
回するなど高齢の避難者を見守る活動を続けている．  
以上のことからも，障害者，難病患者，ねたきりの高齢者らが置き去りにされない行政対応が強く求
められる．このためには市町村などの基礎自治体が大規模災害に備えて実効性のある業務継続計画（BCP）
を策定し，その中に保健福祉に関する災害対応業務をしっかりと位置付けることが必要である．  
本研究は，地方自治体が BCP を策定する際，保健福祉に関する災害対応業務をどのように位置づけ，
計画に反映させるべきかについて自治体職員を対象とした意識調査に基づき，検討することを目的とす
る．そのため，徳島県の北東沿岸部に位置する鳴門市で開催された BCP 研修会に参加した 650 名の職員
を対象に保健福祉業務に関する意識調査シートを配布し，業務の開始時期とそれらの業務との関わり度
合に関する認識を把握するとともに，それらの関連構造を分析する．さらに，分析結果をもとに，自治
体 BCP で被災者支援業務をどのように進めればいいかについて考察する．なお，前提とする大規模災害
は南海トラフ地震を対象としている． 
 
7-2. 被災自治体における被災者生活支援業務における課題と業務継続計画（BCP）の必要性 
 
東日本大震災の後，被災したいくつかの自治体は，今後の地域防災計画や職員の行動マニュアル等の
見直し，防災体制の強化を図るため，震災時の自治体職員の災害対応行動を検証した報告書を公表して
いる． 
大槌町東日本大震災検証報告書 2)では，BCP としての実効性を考慮したまとめが行われている．要援
護者の生活支援の点では，隣接する釜石市や内陸部の自治体等との連携を強化して避難所での傷病者に
対応すること，在宅避難者への具体的な支援方法を検討すること，避難の長期化を想定して避難所の指
定を行うとともに避難者の移送方法・受け入れ先についても検討することなどがあげられている． 
宮古市の「東日本大震災における災害対応行動の検証」3)では，宮古市の災害対応について課題と教
訓が定量的・体系的に整理されている．職員の業務分類別従事者数の推移表をみると，「避難所の開設・
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運営」に従事した職員数が最も多く，発災当日は約 90 名で，1 週間後には約 200 名に達し，3 月にかけ
て急激に減少している．「医療・健康福祉・衛生活動」に従事した職員数は，1 週間後から 4 月下旬まで
50 名前後で推移しており，応援人員は，4 月中旬に約 100 名になっている．また，自由記述の反省点と
しては，「避難所の開設・運営」に関する意見数が 153 件と最も多く，「避難所の開設・運営」に対する
負担が大きく，運営上も困難な事象が多かったことがわかる．課題として，多数の職員を必要とするこ
とを考慮した全庁体制の整備，時間的に変化する多様な被災者ニーズへの対応などがあげられている． 
一方，被災自治体に職員を派遣した自治体の中には，その経験を BCP に反映させている自治体もあ
る．例えば，静岡県三島市 4)では，2014 年 2 月に業務継続計画を策定しており，時系列での緊急時優先
業務の特定や業務資源の必要量の割り出しなどを行っている．21 班編成で 292 項目の優先業務が選定さ
れている．目標開始時間別にみると，3 時間以内が 86 項目，24 時間以内が 128 事項，3 日以内が 34 事
項（累計 84.9％）の業務を想定している．その内，保健・福祉関連の 39 項目は，福祉部局が担当し，
早期に開始が必要な業務が多い傾向が見受けられる． 
以上のことから，「避難所の開設・運営」の業務も含めて，自治体 BCP の中で保健・福祉に関する災
害対応業務は非常に重要であることがわかる．東日本大震災では，想定を超える甚大な被害であったた
め，災害対応の実効性や開始時期の妥当性をそのまま参考にできない場合もあるが，多くの教訓を，南
海トラフ地震など大規模災害に備えた自治体 BCP に活かされなければならない． 
自治体 BCP の先行研究として，丸谷ら(2007)5)は自治体職員対象のアンケート調査などから，地方自
治体の BCP の必要性と策定上の課題について整理している．丸谷(2011)6)は，東日本大震災の教訓とし
て，自治体は自ら BCP を策定するとともに，民間部門の BCP と BCM（事業継続マネジメント）を支え
る環境整備を進める必要があるとしている．また，照本ら(2011)7)は，組織の災害時の業務を考える上
で，被害予測から地域の災害時の弱点を認識できるような想像力が重要であると指摘している．その他，
防災・危機管理に関する自治体職員の意識を調査した研究 8)-10)からも貴重な示唆が得られる．これらの
先行研究と東日本大震災での教訓を踏まえて，自治体の BCP を策定する際には以下のような課題がある．  
・BCP の策定段階からすべての部局が積極的に関わる． 
・即時対応（おおよそ 0~3 時間），緊急対応（おおよそ 3 時間~1 日），応急対応（おおよそ 1 日~1 週 
間），復旧対応（おおよそ 1 週間~1 か月），復興対応（おおよそ 1 ヶ月以降）など災害ステージに応 
じた全庁的な人員の配備と融通． 
・優先業務の絞り込み． 
・受援体制の構築． 
・県と市町村の連携． 
などがある．  
 
7-3. 自治体職員を対象とした BCP の調査の概要 
 
鳴門市は，徳島県の北東端， 鳴門海峡の西側に位置する地方都市である．徳島県 11)のまとめた南海
トラフ地震による被害予測では鳴門市でも表 7-1のような深刻な被害が生じるとされている．この発表
をきっかけとして鳴門市でも BCP 策定の検討が始まっている． 
(1) 調査方法 
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2014 年 1 月 29 日，30 日，2 月 3 日の 3 回にわたって開催された鳴門市職員対象の BCP 策定研修会（1）
において，参加者 650 名を対象に「被災者の避難生活の支援に関する調査」を実施した．質問シートの
配布と回答は，研修会の開始前に行い即時回収した．有効回答者数は 468 票であり，回収率は 72.0%で
ある． 
 
(2) 調査項目 
分析に用いる設問は，表 7-2 の通りで，設問 1「被災者生活支援業務の開始時期」に関する項目群と
設問 2「業務への関わり意識」に関する項目群である． 
設問 1 の質問内容は，南海トラフ地震発災後に，鳴門市で発生すると考えられる「被災者の生活支援
に関する対応業務」について，業務を開始すべきだと思う時期を回答してもらった．開始時期の選択肢
は，〔3 時間以内〕，〔1 日以内〕，〔3 日以内〕，〔1 週間以内〕，〔2 週間以内〕，〔１ヶ月以内〕，〔3 ヶ月以内〕
である． 
設問 2 は，設問 1 の項目に対して，自分がその業務にどの程度関わると思うかを，3 件法（〔非常に関
わりがある〕，〔少し関わりがある〕，〔全く関わりがない〕で選択してもらった．なお，各部署の回答数
は，企画総務部 59 名，市民環境部 55 名，健康福祉部 88 名，経済建設部 47 名，消防本部 61 名，企業
局 28 名，教育委員会 91 名である． 
 
(3) 結果 
ここでは，BCP における応急対応の時期に当たる 3 日以内までに回答数のピークがある A，B，C，D，
E，F，G，H，J，K，L 項目について述べる．避難所に関する項目〔A，B〕と医療に関する項目〔D，E，
F〕は，〔3 時間以内〕または〔1 日以内〕にピークを示す．保健に関する項目〔G，H〕と福祉に関する
項目〔J，K，L〕と物資に関する項目〔C〕は，〔3 日以内〕にピークを示す．C，G，H，J，K，L で〔3
日以内〕の同じ時期にピークが重なる． 
次に，設問 2「被災者支援業務への関わり意識」を所属別に分析した結果を図-2に示す．避難所に関
する項目〔A，B〕と物資に関する項目〔C〕では，全ての部署において関わり意識が高く，約 60%～約
80％の職員が『関わりがある』（〔非常に関わりがある〕と〔少しは関わりがある〕の合計）と回答して
いる．医療に関する項目〔D，E，F〕では，健康福祉部と消防本部の関わり意識が高く，約 70％以上の
職員が『関わりがある』）と回答している． 
保健に関する項目〔G〕と福祉に関する項目〔J，K，L〕では，健康福祉部の関わり意識が高い一方，
その他の部署の関わり意識は低い傾向にある．ただし，〔G〕については，教育委員会の関わり意識がや
や高く，20％の職員が〔非常に関わりがある〕と回答している．保健に関する項目〔H〕については，
特に意識の差は見られない． 
整理すると図 7-3のような関係図となる． 
①比較的どの部署でも関わりがあると考えられている項目・・・A，B，C 
②健康福祉部と消防本部の 2 部署での関わりと考えられている項目・・・D，E，F 
③健康福祉部以外の部署ではあまり関わりがないと考えられている項目・・・G，H，J，K，L 
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 表 7-1 鳴門市の南海トラフ地震の被害想定 
 
 
表 7-2 設問 1の項目 
 
 
最大震度 6強
最大津波高・浸水域 7m（岡崎海水浴場），35.3km2
死者数 2,200人（人口比3.6%）（※冬18時）
全壊棟数 11,900棟
インフラ 断水率54%，下水道支障率43%（※1週間後）
30,200人（人口比49.5%）（※冬18時）
（避難所20,000人，避難所以外10,100人）
要介護者840人，身体障害者970人，
知的障害者170人，難病患者190人（※1週間後）
入院需要 590人
鳴門市の人口60,987人（2014年6月末現在）
当日の避難者数
避難所生活者
　　　　　　　　　　　　　　　　被災者生活支援業務 分野
A  避難所の開設状況の把握 避難所
B  避難所への救援物資供給 避難所
C  災害援助物資の輸送に関する事項 物資
D  医療品の確保に関する事項 医療
E  医療機関の被災状況と稼働状況の把握 医療
F  精神障がい者、結核、難病者等の被災状況の把握および支援 医療
G  避難所の健康状況の把握および保健指導に関すること 保健
H  防疫薬剤の搬送と消毒に関すること 保健
I  住民への保健指導 保健
J  障がい者、高齢者に対する介護サービス派遣、緊急入院等の措置 福祉
K  介護用品の確保に関する事項 福祉
L  被災した社会福祉施設等への支援 福祉
M  巡回栄養相談、巡回歯科相談 専門相談
N  被災者への心のケア 専門相談
O  仮設住宅の入居希望の調査 仮設住宅
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図 7-1 被災者生活支援業務の開始時期に関する意識 
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A 避難所の開設状況の把握 B 避難所への救援物資供給 C 災害援助物資の輸送に
関する事項
（単位：％）
D 医療品の確保に関する事項 E 医療機関の被災状況と稼働 F 精神障がい者,結核,難病者
状況の把握 等の被災状況の把握
G 避難所の健康状況の把握 H 防疫薬剤の搬送と消毒に関す I 住民への保健指導および保
および保健指導に関すること ること 健指導に関すること
J 障がい者、高齢者に対する K 介護用品の確保に関する事項 L 被災した社会福祉施設等
介護サービス派遣、緊急入院等の措置 への支援
M 巡回栄養相談、巡回歯科相談 N 被災者への心のケア O 仮設住宅の入居希望の調査
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図 7-2 被災者生活支援業務との関わり意識（■非常に関わりがある，■少し関わりがある，□全く関わりがない） 
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B19災害援助物資の輸送に関する事項
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B23仮設住宅の入居希望の調査
A 避難 開設状況の把握 B 避難所へ 援物資供給 C 援助物資の輸送に
関する事項
D 医療品 保に関する事項 E 医療 関の被災状況と稼働 F 精神障がい ,結核,難病者
状況の把握 等の被災状況の把握
G 避難 の健康状況の把握 H 防疫薬剤の搬送と消毒に関す I 住民への保健指導および保
および 保健指導に関すること ること 健指導に関すること
J 障がい者、高齢者に対する K 介護用品の確保に関する事項 L 被災した社会福祉施設等
介護サービス派遣、緊急入院等の措置 への支援
M 栄養相談、巡回歯科相談 N 被災者への心 ケア O 仮設住宅の入居希望 調査
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7-4. 本調査結果と他自治体 BCP との比較 
 
本調査で得られた「業務を開始すべきだと思う時期」の客観性を評価するため，被災自治体の災害対
応を反映して作成された三島市の BCP の業務開始時期，内閣府のガイドライン 12)，陸前高田市の東日本
大震災当時の活動 13)を比較した（表 7-3）. 
表記方法として，本調査の被災者生活支援業務 A～O の項目について，開始すべきだと思う回答数が
最も多かった時期（回答数のピークが示す時期）を基準とし○印を示した．三島市の BCP で定められて
いる業務開始時期を■印で示した．内閣府のガイドラインで定められている業務開始目標時期を◎で示
した．陸前高田市の東日本大震災当時の活動時期を→で示した． 
陸前高田市の活動時期については，F に対する活動として，3/12（震災 1 日後）から医療関係派遣調
整が行われた．H に対応する活動として，3/20（震災 9 日後）に防疫班が編成され，県を通じて消石灰
を入手し希望者に配布された．J に対応する活動として，4/7 から要介護者，施設利用者調査・相談（地
域包括支援センター）が行われた．K に対応する活動として，3/17（震災 6 日後）から，生活必需品の
配布（他部の担当以外の物資）が行われた．O に対応する活動として，3/25（震災 14 日後）から仮設住
宅申し込み説明会が行われた． 
以上の結果から，本調査結果，三島市 BCP，内閣府の開始時期には似た傾向が見られる．一方，陸前
高田市の実際の災害対応とは少し違いがある．  
業務開始時期の客観性を評価することは容易でなない．しかし，一方で，地方自治体の BCP は，内閣
 
図 7-3 所属別に見た被災者生活支援業務への関わり意識 
 
 
A 避難所の開設状況の把握
D 医療品の確保に関する事項
G 避難所の健康状況の把握および保健指導に関すること
J 障がい者,高齢者に対する介護サービス派遣,緊急入院等の措置
B 避難所への救援物資供給
C 災害援助物資の輸送に関する事項
E 医療機関の被災状況と稼働状況の把握
F 精神障がい者,結核,難病者等の被災状況の把握および支援
H 防疫薬剤の搬送と消毒に関すること
K 介護用品の確保に関する事項
L 被災した社会福祉施設等への支援
企画総務部
市民環境部
健康福祉部
経済建設部
消防本部
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府のガイドラインを参考に作成される場合が多く，標準的で理想的な計画になりがちである． 
優先業務や業務開始時期の検討においては，地域や組織，職員の具体的な被害イメージを持ち，自治
体の活動の限界を認識した上で，計画を検討する必要がある．また，計画を，研修や訓練などによって
繰り返し検証・改善していくプロセスも重要である．  
 
7-5. まとめ 
 
避難所に関する項目については，多くの職員が，避難所の開設と運営，医療支援を早期に開始すべき
だと考えていることが分かる．先の述べた宮古市の例にもあるように，避難所の開設・運営は，発災直
後から多数の人員をさかれるため，全庁体制の整備とともに自主防災組織等への早期の運営移行体制が
必要である．一方で，ほとんどの職員は，障害者や要介護，難病患者らの特徴や対処方法に詳しくない．
さらに，本調査結果からも，保健や福祉に関する災害対応業務に対して，健康福祉部以外の職員の関わ
り意識は低いことが推察される．避難所にいる特別な支援を要する人たちの SOS サインを見逃さないた
め，全職員対象にした健康危機管理や災害時のメンタルヘルスケアの研修も重要である．また，学校が
避難所になる場合が多いことから，教職員の避難所運営への関わり方，学校再開の方針等について議論
しておく必要がある． 
保健や福祉に関する項目では，先の述べた三島市の BCP においても，3 日以内の開始を目標とする業
務が全体の約 85%を占めており，人的資源が圧倒的に不足する状況が予想される．その一方で，福祉サ
ービスのニーズは高まるため，福祉事業者との連携体制づくりと共に，事業者の事業継続力の強化が求
められる． 
 
補注 
(1) 鳴門市 BCP 策定研修会は，鳴門市が実施する職員研修である．質問紙調査は，研修会の前に実施し
表 7-3 本調査結果と三島市 BCP との対比  
（○本調査結果，■三島市 BCP，◎内閣府，→陸前高田市） 
（3h：3 時間以内，1d：1 日以内，3d：3 日以内，1w：1 週間以内，2w：2 週間以内，1m：1 ヶ月以内，3m：3 ヶ月以内） 
 
3t 1d 3d 1w 2w 1m 3m
A  避難所の開設状況の把握 避難所 ○■→
B  避難所への救援物資供給 避難所  ○■
C  災害援助物資の輸送に関する事項 物資 ○■◎ ○
D  医療品の確保に関する事項 医療  ○■
E  医療機関の被災状況と稼働状況の把握 医療 ○■◎
F  精神障がい者,結核,難病者等の被災状況の把握および支援 医療  ○■ 　　　◎→
G  避難所の健康状況の把握および保健指導に関すること 保健 ○■
H  防疫薬剤の搬送と消毒に関すること 保健 　　◎ ○■
I  住民への保健指導 保健 ○
J  障がい者,高齢者に対する介護サービス派遣,緊急入院等の措置 福祉 ○■ →
K  介護用品の確保に関する事項 福祉 ○■ →
L  被災した社会福祉施設等への支援 福祉     ■ ○■
M  巡回栄養相談,巡回歯科相談 専門相談 ○
N  被災者への心のケア 専門相談 　◎ ○■ ○
O  仮設住宅の入居希望の調査 仮設住宅 ○■ ◎→ ○
被災者生活支援業務 分野
業務を開始すべきだと思う時期
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たもので回答に影響を与えていない． 
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第 8 章 淡路島地震における集客施設の被災と対応 
 
8-1. 概説 
 
東日本大震災の直後，一部の大型ショッピングセンターなどの商業施設は住民の避難所や物資供給の
拠点となり，重要なライフラインの一つとして機能した．一方，このように不特定多数の人が集まる施
設で建物被害が出ると，避難所としての機能が果たせないばかりでなく，人的被害を生む危険性もある．
今後，東海・東南海・南海地震や首都直下型地震の発生が懸念される中で，商業施設の防災対策の向上
も喫緊の課題とされる．2013 年 4 月 13 日に淡路島付近を震源とする地震（以下では淡路島地震と呼ぶ）
が発生した．M6.3 の比較的規模の小さい局所的な地震であったが，洲本市，淡路市，南あわじ市の 3
市では合計 8,072 棟の住家被害が生じた他 1)，商業施設でも防煙垂れ壁や内外壁部分等の非構造部材を
中心とした被害が生じている．  
本研究では，東日本大震災における商業施設の被災と対応事例をもとに商業施設の役割と課題につい
て考察し，その上で，淡路島地震における商業施設の被害状況や防災対策の現状調査を通して，商業施
設の防災対策の現状の一端を把握するとともに今後の防災対策のあり方について検討する． 
 
8-2. 災害時の集客施設の役割 
 
(1) 内閣府の防災基本計画  
防災基本計画・地震災害対策編 2)に災害時に企業の果たす役割として，「生命の安全確保」，「二次災害
の防止」，「事業の継続」，「地域貢献・地域との共生」の 4項目が挙げられている．その取組内容と優先
順位は，企業の業種，業態，立地環境等によって自ずと異なるが，防災対策に事業継続の観点をプラス
していくことが，企業防災の推進であると説明している． 
（一社）日本ショッピングセンター協会が 2012 年 7 月に会員 90 社 572 ショッピングセンター，6,964
店を対象に実施した「ショッピングセンターにおける危機管理対策実態調査報告 2012」3)によると，危
機管理マニュアル作成の目的では，地震・津波がもっとも多く 34.5％，次いで火災 33.1％となっている．
マニュアル作成の課題として，従業員の安否確認方法，事業継続計画の策定，危機管理意識の共有化な
どが挙げられている．訓練では，防火訓練実施が 90.7％，風水害・地震・津波などの訓練実施が 80.0％
と高いが，防災訓練を営業時間内に実施しているところは 15.6％，顧客参加型の訓練を実施していると
ころは 2.7％とほとんどない．危機管理の取り組みとしてもっとも多いのは，防災センターを 24 時間 365
日稼働しているケースが 62 社，次いで停電に備えて発電機を設置しているケースが 59 社であった．備
蓄率は 68.9％と比較的高いが，顧客の分まで備蓄しているのは 18.1％であった．備蓄の内容は，食糧，
毛布・シート，水が上位 3 位を占める．自治体との防災協定の締結率は 36.0％で，一次避難場所，緊急
物資の提供，帰宅困難者の受け入れなどの内容である．今後，顧客と従業員全員の安全のために，①繰
り返しの訓練の重要さ，②テナントや設備，③顧客と合同の防災訓練・警備関係者との連携，を念頭に
おき，継続的・計画的に取り組んでいくことが重要だと指摘している． 
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(2) 東日本大震災での事例 
東日本大震災では，多くの商業施設が甚大な被害を受けた．内閣府(2011)4)の発表によると，震災直
後，岩手・宮城・福島の東北 3 県では総合スーパー（日常生活で必要な物を総合的に扱う大衆向けの小
売事業所）の約 3 割，コンビニの 4 割強が営業停止した． 
その一方で，被害を受けながらも一時避難所や物資供給を行った店，仮設店舗や駐車場などを利用し
て早期の営業再開を果たした店もあり，災害時の商業施設の役割が再認識された． 
災害時の商業施設の役割について検討するため，2013 年 8 月 30 日に東北で総合スーパーを複数運営す
るグループ法人でインタビュー調査を行った． 
宮城県気仙沼市の総合スーパーは 2 階まで浸水し，大量のガレキや車が店内に流れ込んだ．店長の判
断で従業員と客を屋上に避難誘導し犠牲者は出なかった．店長は転勤して来て間がなく土地勘が無かっ
たが，前任の店長から地震と津波が多い所であることを聞いていたため，とっさの判断に繋がった．2
日間 600名が 2階フロアで過ごし 3日目に避難所に移った．営業再開に向け商品調達に大変苦労したが，
4 月 1 日に電気，水道，ガスが止まった中で，屋上で販売を開始した．営業再開は従業員や地域住民の
勇気付けとなり，特に，救援物資が届かない自宅住まいの被災者から感謝の声が多く寄せられた（写真
8-1,写真 8-2）． 
石巻市の総合スーパーは浸水を免れ，地震直後から被災した住民が避難して来たため，店長らの判断
で避難所として開放することを決めたが，避難者数は一時 2,500 名に上った．従業員は食料等の提供，
トイレ掃除，名簿作り，健康面の支援など避難者対応で忙殺された．2 週間後，行政と協力して避難所
移動を斡旋し 3 月 28 日に避難所としての役目を終えた（写真 8-3）． 
このような事例からも，「従業員と顧客の生命の安全確保」，できるだけ「早期に営業を再開させる（事
業の継続）」，「地域貢献・地域との共生」の役割を果たした商業施設があったことが理解される（表 8-1）．
それとともに災害時に商業施設においてもこうした企業の役割を果たせるための企業防災対策が必要
であることがわかる． 
   
写真 8-1 津波で浸水した気仙沼市の店舗   写真 8-2 屋上での販売の様子   写真 8-3 避難所となった石巻市の店舗 
（写真提供：イオンリテール㈱） 
 
表 8-1 災害時の商業施設の役割 
  
１．従業員と顧客の生命の安全確保
２．早期に営業を再開させる（事業の継続）
３．地域貢献・地域との共生
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8-3. 淡路島地震による集客施設の被害と対応 
 
2013 年 4 月 13 日 5 時 33 分頃，淡路島付近の深さ 15km を震源とするマグニチュード M6.3 の地震が
発生した．気象庁(2013)5)の発表によるとこの地震による揺れは兵庫県淡路市で震度 6 弱，同南あわじ
市で震度 5 強，同洲本市，徳島県鳴門市，香川県東かがわ市などで震度 5 弱が観測されている．この地
震による主な被害は，負傷者 34 名，住家被害 8,072 棟（全壊 6 棟，半壊 66 棟，一部損壊 8,000 棟）と
報告されている．  
 
(1) アンケート調査 
 2013 年 5 月 25 日～6 月 7 日に淡路島の総合スーパーなど 33 店（図 8-1）を対象として，施設被害と
災害対応に関するアンケート調査を実施した．施設の内訳は，大型ショッピングセンター3 店，スーパ
ーマーケット 14 店，ホームセンター6 店，ドラッグストア 6 店，リカーショップ 2 店，電気店 2 店であ
る． 
アンケート調査の設問内容はＩ. 商業施設の構造概要（建物面積，築年数，構造種別），Ⅱ. 地震被害
の有無，Ⅲ. 被害の内容，Ⅳ. 防煙垂れ壁の破損状況，Ⅴ. 地震後の緊急対応の内容の 5 項目である．こ
の内，Ⅲ～Ⅴの設問内容の一部を表 8-2に示す．Ｉ. 商業施設の構造概要に関する結果を表 8-3に示す． 
地震被害の有無については，33 店舗の内，28 店舗（被災率 85％）で何らかの建物や商品についての
被害が生じている．被害の大きさを数量化するために，「被害なし」は 0 点，「少し被害あり」（破損が 1
ヶ所～数ヶ所程度）は 1 点，「多数被害あり」（破損が数ヶ所以上）は 2 点として計算し，被災項目別の
損傷度を図 8-2にまとめた．最も被害が多かったのは酒などのビン類の破損で，次いで，防煙垂れ壁の
破損，さらには内壁の剥がれ，天井のずれと続き，商品の破損を除くと非構造部材である内装材に関す
る被害が比較的多かった．なお，ガラス防煙垂れ壁とは，火災時の煙の流動を防ぎ延焼を止めるための
設備である．圧迫感がない透明のガラス製が使われていることが多く，営業時間に地震で落下すれば多
数の負傷者が出る恐れがある．被害があった 11 店では，特に，柱との接合部分で多く割れていた．耐
 
   図 8-1 アンケート対象の商業施設の位置図 
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震性の高い改良品が開発されているが，コスト高などの理由から普及が進んでいない現状である．また，
店舗の規模別にみると，小規模店は，商品破損が突出して多いのに対して，大規模店は広範囲に及んで
おり，特に，天井や壁などの内装材の被害が多く見られる（図 8-3）．また，このような被害内容の違い
により，営業再開時間や復旧のために必要な業務にも違いが見られる．小規模店は，破損商品の除去作
業を集中的に行なった結果，早期に営業再開にこぎつけているが，大規模店は，各所の安全点検や応急
修繕に時間がかかり営業再開までに時間を要している（表 8-4）．   
このようなことから，淡路島地震のように，施設の構造被害がないような中規模地震を想定した場合，
小規模店は商品や陳列棚の転倒防止対策，大規模店では，それに加え，耐震性の低い非構造部材の改修
が有効な対策と考えられる． 
表 8-2 主なアンケート項目 
 
表 8-3 商業施設の構造概要に関する結果 
 
Ⅲ　淡路島地震による被害の程度について教えて下さい。
（1）建物内部
　a. 内壁剥がれ  　①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（2）設備
　a. 照明のずれ  　①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（3）室内
　a. 机上物の転倒  ①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（4）建物外部
　a. 外壁のひび  　①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
Ⅳ　防煙垂れ壁の破損について教えて下さい。
（1）被害の有無　①被害無し　②被害あり
（2）破損枚数　　①ひび割れ（　）枚　②落下（　）枚
（3）破損場所　  ①主に端部　②主に中間部　③その他
 (4) 破損の方向　①南北方向  ②東西方向    ③どちらでもない
 (5) 防煙垂れ壁の素材　①ガラス　②その他
Ⅴ　4月13日の緊急対応について教えて下さい。
（1）従業員は緊急参集しましたか？
（2）従業員の安否確認はしましたか？
（3）開店時間は遅延しましたか？
（4）早期開店に向けて最も注力したことは何ですか？
項目(N=33) 割合
5000㎡未満 79%
5000㎡以上 12%
無回答 9%
20年未満 55%
20年以上～40年未満 33%
40年以上 6%
無回答 6%
S造 58%
RC造 21%
木造 0%
無回答 21%
１階 70%
2階 21%
3階以上 6%
無回答 3%
建物面積
築年数
構造種別
階級
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図 8-2 被災項目別の損傷度 
 
構造・設備等の被災率（%） 
図 8-3 規模別の被災項目（N=30） 
 
表 8-4 店舗規模別の営業再開時間と必要業務 
 
0 20 40
商品破損
防煙垂れ壁破損
内壁剥がれ
天井ずれ
外壁ひび
床ひび
照明ずれ
空調設備破損
ルーバー破損
扉開閉困難
スプリンクラー破損
出入口扉破損
地盤沈下
屋上設備破損
窓ガラスひび N=33（複数回答）
被害なし 0点
少し被害あり 1点
多数被害あり 2点
（点）
規模 遅延の有無 店舗数 営業再開時間 必要業務
遅延なし 14 - -
遅延あり 7 1～8時間後 破損商品の除去
遅延なし 0 - -
遅延あり 4 3時間後～翌日 落下危険物の点検
小規模店
大規模店
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(2) ヒアリング調査の結果 
地震当日の 2013 年 4 月 13 日に南あわじ市と洲本市内のスーパーマーケット各 1 店，同 7 月 10 日に
先の 2 店に加えて，各市内の大型ショッピングセンター2 店の合計 4 店について店長または施設責任者
を対象にヒアリング調査を行った．いずれもガラス防煙垂れ壁の破損など比較的被害の大きかった店で
ある． 
調査対象店の内，洲本市のスーパーマーケット（A 店）と南あわじ市の大型ショッピングセンタ （ーB
店）でのヒアリング結果について述べる． 
洲本市の A 店は，RC 造の 1 階建，築 4 年の一般的なスーパーマーケットである．主な被害は，天井
の空調設備，ガラス防煙垂れ壁，酒瓶の破損であった．災害対応として，地震直後に，店長が従業員の
安否確認をしたが，従業員の緊急招集はせず，店長と早朝勤務の従業員だけで破損物の片付けを済ませ，
来店客対応や業者による店舗修繕を行った．一番困った事は，天井からの落下危険物の点検に時間がか
かったことである．営業開始は通常 9 時であるが，4 時間遅れの午後 1 時になった．今回は開店前の被
災であったため，顧客の安全確保は必要なかったが，今後，営業時間内に被災するケースを考え，顧客
の避難誘導方法の見直しを行う予定である． 
南あわじ市の B 店は，屋上に駐車場を有する RC 造の 1 階建，築 18 年の大型ショッピングセンター
である．被害内容は，内壁のひびや天井のずれなどの内装，外壁，ガラス防煙垂れ壁などの設備被害な
ど広範囲に及ぶ．地震時の対応は，地震発生直後に管理者が従業員の安否確認を進める中，多くの従業
員が自主参集し，破損物の片付けや業者による店舗修繕を行った．一番困った事は，ガラス防煙垂れ壁
のガラス片が商品に飛散したため，商品の除去や安全点検に苦労し，損失が大きかったことである．開
店時間は遅延し，当日の夕方に食品売り場のみ営業，翌日は品不足のまま全館営業を再開した．通常ど
おりの営業には約 1 週間かかった．今後，防煙垂れ壁を耐震性の高いものに順次交換する予定とのこと
である． 
本地震では構造材の被災などはなかったため，比較的軽微な被害に留まっているが，ガラス防煙垂れ
壁などが損傷すると落下物の処理のために必要な時間が長くなる傾向があり，早期営業再開の妨げにな
っていることが分かる．また，地震後の緊急対応については，アンケート結果では，安否確認を実施し
たのは 6 割（図 8-4）で職場参集したのは半数（図 8-5）であった．ヒアリング結果では，4 つのいずれ
の店舗でも職員の安否確認方法や災害時の緊急参集手順などが明確に決められておらず，緊急時の早期
対応体制の確立に課題があった． 
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 8-4. 地震動の特徴と建物被害の関係 
 
洲本市内の 2 店舗，南あわじ市内の 2 店舗でガラス防煙垂れ壁などの施設と設備の被災状況について
調査した．洲本市内の 2 店舗に最も近い強震観測施設は K-NET 洲本（直線距離で 0.7～1km），南あわじ
市内の 2 店舗に最も近い強震観測施設は KiK-net 三原（直線距離で 4.6～5.1km）である．一方，淡路島
地震の際の最大加速度は K-NET 洲本での観測値は 470gal（3 成分合成値），KiK-net 三原では 190gal（3
成分合成値）である．数字の上からは後者が K-NET 洲本の約 1/3 程度の揺れであったことがわかる．し
かし，表 8-5で示すように防煙垂れ壁（表中では防垂と表示）の被害数は南あわじ市内の店舗の方が多
いくらいである．このことから，地盤特性などの影響により，局所的に大きい地震動が生じていたと予
測される．したがって，商業施設の敷地内で常時微動の測定を行い，丸山ら(2001)6)の手法により，地
盤の増幅特性を考慮した局所的な地震動推定を試みた． 
常時微動観測は，強震観測施設であるK-NET洲本とKiK-net三原の2ヶ所と調査対象である洲本市のA
店（スーパーマーケット，1階建）とB店（大型ショッピングセンター，2階建），南あわじ市のC店（ス
ーパーマーケット，1階建）とD店（大型ショッピングセンター，1階建）のいずれも駐車場（以下，洲
本A，洲本B，南あわじC，南あわじD）の計6ヶ所で実施した． 
 
(1)  観測と解析方法  
観測方法は中野ら(2013)7)と同じであるが，その概要を示す．常時微動測定はサーボ式速度計（(株)
東京測震，VSF-11F ×2台，VSF-12F×1台）を用いた．測定は7月10日～8月5日の期間に実施した．サンプ
リングは100Hzで10分間，計60,000データを取得し，その中から信号が安定的であると判断された3～5
区間（各4,096データ）について，H/Vスペクトル比を求めた．水平2成分，鉛直成分ごとに，Parzen windows
（バンド幅0.4Hz）で平滑化したフーリエスペクトルを計算し，EW成分，NS成分の成分別のH/Vスペク
トル比，水平2成分の平均を用いたH/Vスペクトル比の3種類のスペクトル比を算出した．  
 
 
 
 
 
    図 8-4 安否確認の有無(N=33)                図 8-5 参集の有無(N=33) 
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 (2) 対象地区での強震動の推定  
強震観測点の記録と強震観測点及び商業施設の駐車場で測定した常時微動記録から求めた常時微動
H/Vスペクトル比に基づき，丸山ら(2001)6)の手法を用いて，商業施設付近での強震動波形を推定した．
つまり，次に示す式(1)を用いて，地震動波形を計算した． 
      𝐸𝐸𝑠𝑠
𝑟𝑟 = 𝐸𝐸𝑠𝑠𝐾𝐾−𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑟𝑟𝐻𝐻/𝑉𝑉𝑟𝑟/𝐾𝐾           (1)  
ここで，𝐸𝐸𝑠𝑠
𝑟𝑟は未観測点のフーリエスペクトル，𝐸𝐸𝑠𝑠
𝐾𝐾−𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁は強震観測点のフーリエスペクトル，𝑟𝑟𝐻𝐻/𝑉𝑉𝑟𝑟/𝐾𝐾 は未
観測点と強震観測点での常時微動H/Vスペクトル比の比であり，周波数の関数である． 
(3) 結果 
4 店の駐車場付近での推定地震動の特性を表 8-4にまとめて示している．常時微動 H/V スペクトル比
から評価された各地点の卓越周期は洲本市内の店舗では 1.3s と 1.6s，南あわじ市内の店舗では 0.9s と
1.6s である．洲本市内の店舗は K-NET 洲本の 0.2s に比べて長い固有周期を有しているのに対して，南
あわじ市内の店舗は KiK-net 三原の 1.2s とほぼ同じ 0.9s または 1.6s となっている． 
一方，丸山らの方法により地震動推定を行った結果，2 成分合成最大水平加速度（以下，最大加速度）
は，洲本 A が 388gal，洲本 B 点 423gal であり， K-NET 洲本の最大加速度 455gal（水平 2 成分合成値）
を下回った．一方，南あわじ C が 233 gal ，南あわじ D が 234 gal であり，KiK-net 三原の最大加速度 184gal
（水平 2 成分合成値）を上回った． 
次に，水平 2 方向ベクトル合成による弾性加速度応答スペクトルの算出を行った結果，いずれの調査
地点でも 0.3～0.5sの周期域でほぼ同程度 500～600galの大きな加速度が作用したと推定される（図 8-6）． 
三好(2005)8)は，福岡県西方沖地震による福岡市内のガラス防煙垂れ壁の被害は，局所的で中程度で
あったことを報告している．また，地震波が 0.5s 程度の短い周期の波であったことにも触れており地震
波や断層のメカニズムの解明の必要性を指摘している．このような揺れの周期特性が，ガラス防煙垂れ
壁などの非構造部材が破損した要因の一つと考えられる．さらに，ガラス防煙垂れ壁の設置方向と最大
加速度の方向の一致が被害要因の一つではないかと仮定し，検証を試みたが関連性は確認できなかった
表 8-5 4 店舗の防煙垂れ壁の被害枚数と推定地震動特性 
測定点 
防垂 
被害 
（枚） 
地盤の 
卓越周期
(s) 
推定最大 
加速度 
(gal) 
推定最大加
速度方位 
(度) 
洲本 A 9 1.3 388 49 
洲本 B 50 1.6 423 48 
南あわじ C 21 1.6 234 -50 
南あわじ D 95 0.9 233 -51 
K-NET 洲本 - 0.2 455  
KiK-net 三原 - 1.2 184  
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（図 8-7）． 
調査の結果，南あわじ市の 2 つの店では強震動観測値よりも大きな地震動が発生し，また，洲本市と
南あわじ市の 4 つの店舗で非構造部材が壊れやすい 0.3～0.5s の応答加速度が卓越していたことから，地
盤や建物特性によって局所的に被害が増大したと思われる場所が明らかになった． 
被害が増幅する可能性がある施設を調べ，それらには優先的に対策を行うことが有効である．なお，
ガラス防煙垂れ壁の被害が大きかった店舗を運営するグループ法人では，耐震性の高い防煙垂れ壁への
交換を進めている．全国の商業施設に普及することを期待したい．
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 8-5. 集客施設の防災対策のあり方 
 
淡路島地震の被災事例から店舗の規模によって課題が異なることが明らかになっている．これによる
と，規模の小さな店舗では，ビン類商品の転倒防止対策や商品棚の固定対策の実施が最優先課題であり，
大規模店ではこれらに加えて，耐震性の低い非構造部材の改修の促進が重要となっている．さらに，被
洲本 A                                       洲本 B 
  
南あわじ C                                    南あわじ D 
  
図 8-6 加速度応答スペクトル 
 
図 8-7 南あわじ Cの防煙垂れ壁被害の卓越方向（左）最大加速度の方向（右） 
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害の大きさは地盤や地震動特性によっても異なることから，施設の立地場所の災害リスクの把握は非常
に重要である．顧客の避難誘導方法の改善を課題に挙げている店舗もあり，地震時にビン類などの落下
物から従業員や顧客を守る対策や，迅速な避難誘導訓練が重要である． 
災害時の商業施設の 3 つの役割に対する課題を以下に整理した． 
1) 従業員と顧客の生命の安全確保 
 ・立地場所の災害リスクの把握 
 ・商品や棚の転倒防止 
・耐震性の低い非構造部材の改修              
 ・避難誘導訓練 
・安否確認 
・従業員の防災教育 
2) 早期の営業再開（事業の継続） 
 ・職場参集 
 ・燃料や電気等の確保 
 ・人員確保 
 ・代替店舗の確保 
 ・商品の調達や搬送 
3) 地域貢献・地域との共生 
 ・避難場所の提供 
・救援物資の提供 
・被災者ニーズに合った物資の販売 
図 8-8では、「従業員と顧客の生命の安全確保」，「早期の営業再開（事業の継続）」及び「地域貢献・
地域との共生」が相互に重なり合うことを表しつつ，「従業員と顧客の生命の安全確保」において，施
設の立地場所の災害リスクの把握は基本事項の一つであることを表している． 
 
8-6. まとめ 
 
2013 年 4 月 13 日 5 時 33 分頃に発生した淡路島地震における商業施設の被災状況と対応について，主
にアンケート調査とヒアリング調査によって把握に努めた．この地震は M6.3 と規模はそれほど大きく
ない地震であったが，調査した商業施設の 8 割を超える商業施設で非構造部材を中心とした被害が発生
した他，破損した内装材や設備の片づけのため，3 割程度の店舗では営業開始が遅れた． 
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ガラス防煙垂れ壁に大きな被害を受けた洲本市と南あわじ市の計 4 店で常時微動観測を実施し，常時
微動観測から得られた H/V スペクトル比と既知の強震観測データを用いて店舗周辺の地震動特性の推
定を行った．その結果，南あわじ市の 2 つの店では強震動観測値よりも大きな地震動が発生しており，
また，いずれの店舗でも非構造部材が壊れやすい応答加速度が卓越していた．過去の地震災害において
も，ガラス防煙垂れ壁を含む非構造部材の耐震化は課題とされてきたが，商業施設では経費面などの理
由からあまり進んでいないのが現状である． 
本調査結果から，地盤や建物特性によって局所的に被害が増大する場合があることが分かったため，
被害が増幅する可能性がある施設を調べ，それらには優先的に対策を行うことが有効である．淡路島地
震のような中規模地震においては，落下物などで負傷者を出さない対策が最優先であるが，大規模地震
では，従業員と顧客の生命の安全確保に加えて，早期に営業を再開させることや，地域貢献も求められ
る． 
地震災害による商業施設の被害状況の分析や災害対応などから教訓を得て，次の対策に活かしていか
なければならない．今後，構造被害の程度が初動対応や事業の早期再開にどの程度影響するのかを明ら
かにすることが課題である． 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-8 災害時の商業施設の役割と課題 
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第 9 章 結論  
 
日本では，毎年のように，地震，津波，台風，集中豪雨，地すべりなど，様々な自然災害が発生して
いる．高齢者施設や障害者施設の安全向上に対する社会的要求が高まる一方で，施設側の対応は遅れて
いる．本研究はそのような社会背景の中，高齢者及び障害者施設における個別的かつ実効性のある避難
確保計画作りを目指して進められたものである． 
 本研究で得られた結果を以下に示す． 
 
第 2章では，避難確保計画の前提条件となる高齢者施設と障害者施設の事業形態と利用者特性につい
て整理した上で，画一的な防災計画ではなく，個別的なリスクに対応した計画の必要について示した．  
 
第 3章では，東日本大震災で沿岸部に立地する入所型の高齢者施設が甚大な人的被害を受けたことか
ら，施設の立地特性に起因する津波リスクを明らかにするため，(1)徳島県内の社会福祉施設の立地特性
からみた津波危険度分析，(2)アンケート調査からみた沿岸部に立地する社会福祉施設の防災対策の現状
分析，を実施した． 
津波危険度分析では，沿岸 10 市町に立地する入所型の高齢者福祉施設の約 32 ％に浸水の可能性があ
り，特に徳島県北部で津波避難困難な施設が集中していることがわかった． 
 また，防災対策の現状分析では，建物の耐震化や備蓄は進んでおり，避難支援や受け入れ支援を必要
としている施設が多いことがわかった．一方で，浸水の可能性がある立地にも関わらず危険意識が低い
と思われる施設の存在も明らかになった． 
 
 第 4章では，東日本大震災では沿岸部の市街地に立地するグループホームが数多く流出したことから，
施設の建物特性に起因する津波リスクを明らかにするため，(1)施設固有のリスク分析，(2) 基準水位と
建物階数からみた避難場所分析，を実施した． 
施設固有のリスク分析の結果，グループホームには，低層の建物が多いため，自施設以外の高台へ移
動する際に被災リスクが高まる「低層リスク」と，昼・夜・休日で入居者の活動内容と居場所が異なり，
夜間や休日は職員がいないという「時間帯リスク」があることがわかった．  
また，基準水位と建物階数からみた避難場所分析の結果，徳島県内の沿岸 10 市町にある高齢者グル
ープホーム全てが津波で浸水する可能性があることに加え，約 80%が 2 階以下の低層施設，約 40%が
施設外へ避難しなければならない可能性（低層リスク）があることもわかった．一方で，避難場所の選
定に苦慮していた施設が，自施設の基準水位を知ったことにより，施設上階が避難場所に成り得ること
がわかったケースもある． 
避難確保計画のあり方として，想定浸水深以上の上階がある場合は垂直避難を前提とし，夜間（最悪
のシナリオ）を想定した実践的な津波避難訓練に取り組むべきである． 
グループホームは社会福祉施設の中でも，津波の被災ポテンシャルが高いと言える．リスクの高い施
設を優先に，行政や専門家らによる個別的な情報提供や策定支援が望まれる． 
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第 5章では，東日本大震災におけるグループホームの被災事例から，津波避難時の課題について整理
した上で，徳島市内の障害者施設と共同実施している「災害時アクションカードを使った津波避難訓練」
の実践例を通して障害者グループホームにおける危機管理の高度化手法を提示した． 
東日本大震災における被災事例から，世話人の災害対応力の向上，入居者の緊急避難力の向上，近隣
住民による避難支援の確保，社会福祉法人の事業継続力の向上，という４つの課題が明らかになった．  
徳島市の知的障害者のグループホームを対象に，災害時アクションカードを使った津波避難訓練を実
施した結果，世話人の災害対応力および入居者の緊急避難力が向上した． 
入居者の緊急避難力を向上させた成功要因は，夜間想定や障害特性に応じた役割分担など，入居者の
自律心とチームワーク向上を狙った訓練設計にある．一方で，近隣住民の避難支援や法人の事業継続力
の重要性が再認識され，今後の大きな課題となっている． 
障害者グループホームの危機管理の高度化は，上記の４つの力を合わせた総合的な災害対応力を高め， 
PDCA サイクルで継続的に改善を行うことで実現できる．その具体的な方法の一つとして，災害時アク
ションカードを使った避難訓練が提案された．  
 
第 6章では，近年多発している豪雨災害を背景に，要配慮者利用施設の洪水時の利用者の円滑かつ迅
速な避難の確保を図るため，(1)豪雨災害の被災事例からみた避難行動における課題抽出，(2)2014 年 8
月に発生した台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実態調査，を実施し，要配慮者利用施設の
避難確保計画における留意事項の分析を行った． 
その結果，「施設独自の避難行動開始基準を設定して自主的に判断する」，「外部組織と支援体制を構
築して円滑かつ迅速に避難する」，の 2 つの課題が抽出された． 
台風 11 号で浸水・孤立した特別養護老人ホーム S 荘の救援活動は，災害時相互応援協定で『被災施
設⇔徳島県＋出先機関⇔県老施協⇔会員施設』といった広域ネットワークができていたため，利用者の
受け入れ先は比較的早く確保された．一方，町内の施設間では，災害時の連携について具体的に協議さ
れていなかったため，S 荘の利用者を受け入れた近隣施設では，利用者情報，ベッド，職員の不足など
でケアの質が低下し，滞在費用の請求や入所替えの手続きなどで運営が混乱した． 
上記の課題を解決する方法として，施設が立地環境や水位情報などを活用して判断の目安を持つこと，
地域レベルでの支援体制を整えておくことが有効策の一つである． 
  
第 7章では，地方自治体職員の被災者生活支援業務に関する意識分析からみた BCP 策定の課題を検証
するため，(1)鳴門市の自治体職員を対象とした意識調査，(2)自治体 BCP の比較分析，を実施した． 
その結果，避難所・物資に関する項目は，全ての部署において関わり意識が高いこと，医療に関する
項目は，健康福祉部と消防本部の関わり意識が高いこと，保健・福祉に関する項目は，健康福祉部の関
わり意識が高い一方で，その他の部署の関わり意識は低い傾向にあることがわかった． 
また，自治体 BCP の比較分析の結果，鳴門市職員の業務開始時期に対する意識と三島市 BCP，内閣
府 BCP ガイドラインの開始時期には似た傾向が見られた． 
地方自治体職員の被災者生活支援業務に関する意識分析からみた BCP 策定の課題として，避難所開
設・運営業務は，全庁体制を構築すると共に，健康福祉部が計画に積極的に関わること，健康福祉部の
職員が自らの活動の限界を認識し，他部署との役割分担や受援対策を立てること，避難所での被災者ニ
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ーズを見落とさないよう，全職員対象にした健康危機管理や災害時のメンタルヘルスケア等の研修を行
うことなどが挙げられる． 
 さらに，受援対策の一つの柱として，社会福祉施設の BCP を推進する必要がある． 
 
第 8章では，ショッピングセンターなどの集客施設の利用者層には，高齢者や障害者も含
まれ，災害時に限られた従業員で多数の利用者を避難させなければならない状況は社会福
祉施設と似ている．2014 年 4 月に発生した淡路島地震によって被災した淡路島内のショッ
ピングセンター等 33 店を対象に，建物被害と初動対応に関するアンケート調査，並びに，
地震動の特徴と建物被害の関係について分析した． 
調査の結果，施設の 8 割を超える商業施設で非構造部材を中心とした被害が発生した他，破損した内
装材や設備の片づけのため，3 割程度の店舗では営業開始が遅れたことがわかった．また，地盤や建物
特性によって局所的に被害が増大したと思われる施設があり，被害が増幅する可能性がある施設を調べ，
それらには優先的に対策を行うことが有効である． 
淡路島地震のような中規模地震においては，落下物などで負傷者を出さない対策が最優先であるが，
大規模地震では，従業員と顧客の生命の安全確保に加えて，早期に営業を再開させることや，地域貢献
も求められる． 
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